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英
国
租
税
条
約
上
の
法
人
の
住
所
概
念
に
つ
い
て

漆
　
　
　
　
　
さ
　
　
き

は
じ
め
に

一 

　
国
内
法
上
及
び
租
税
条
約
上
の
法
人
の
住
所
概
念
が
一
致
し
て
い
た

時
代

　
㈠
　
船
舶
事
業
に
係
る
相
互
免
税
協
定
及
び
当
時
の
国
内
法

　
㈡
　
一
九
二
六
年
　
対Irish Agreem

ent
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九
三
六
年
　Codification Com

m
ittee

レ
ポ
ー
ト

　
㈣
　
小
　
括

二
　
国
内
法
上
の
概
念
拡
大
の
兆
し
及
び
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
モ
デ
ル
条
約

　
㈠
　U

nion Corp

事
件
に
よ
る
国
内
法
上
の
住
所
概
念
の
拡
大

　
㈡
　
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
モ
デ
ル
租
税
条
約
に
お
け
る
管
理
支
配
基
準
の
採
用
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Ｃ
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か
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㈢
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に
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は
じ
め
に

　
近
年
、
通
信
・
渡
航
技
術
の
著
し
い
発
展
に
よ
り
、
人
や
資
本
、
企
業
の
流
動
性
が
高
ま
り
、
又
そ
れ
ら
の
自
由
な
移
動
に
対
す
る
法

的
な
障
害
も
少
な
く
な
っ
て
い（
1
）る。

そ
れ
に
伴
い
、
租
税
に
関
す
る
問
題
も
一
国
に
止
ま
ら
ず
、
国
際
的
な
二
重
課
税
の
排
除
や
国
際
的

租
税
回
避
に
対
応
す
る
た
め
の
租
税
条（
2
）約、
租
税
条
約
の
基
礎
と
さ
れ
る
モ
デ
ル
租
税
条（
3
）約等
の
重
要
性
が
増
し
て
き
て
い
る
。

　
そ
の
よ
う
な
背
景
の
下
で
、
多
く
の
国
が
、
居
住
者
に
無
制
限
納
税
義
務
を
課
す
居
住
地
国
課
税
を
ベ
ー
ス
と
し
、
住
所
と
い
う
メ
ル

ク
マ
ー
ル
の
下
に
課
税
管
轄
を
定
め
て
い
る
現
状
に
於
い（
4
）て、
国
際
課
税
の
中
で
の
「
住
所
」
と
い
う
概
念
は
無
制
限
納
税
義
務
を
決
め

る
た
め
の
極
め
て
重
要
な
フ
ァ
ク
タ
ー
で
あ
る
。
ま
た
、
世
界
各
国
に
ま
た
が
っ
て
活
動
す
る
法
人
の
増
加
に
伴
っ
て
、
国
家
間
で
の
課

税
権
配
分
が
問
題
と
な
る
。
そ
の
課
税
管
轄
の
メ
ル
ク
マ
ー
ル
た
る
「
住
所
」
の
概
念
定
立
は
、
各
国
内
法
に
委
ね
ら
れ
て
い
る
が
故
に
、

そ
の
国
内
法
の
差
異
に
よ
り
、
国
家
間
で
の
課
税
権
の
衝
突
が
生
じ
得
る
。
例
え
ば
設
立
準
拠
法
に
よ
っ
て
住
所
を
判
断
す
る
Ａ
国
（
設

立
準
拠
法
主
義
）
と
、
管
理
支
配
の
所
在
に
よ
っ
て
住
所
を
判
断
す
る
Ｂ
国
（
管
理
支
配
主
義
）
が
あ
っ
た
場
合
、
Ａ
国
の
法
に
従
っ
て
設

立
さ
れ
、
Ｂ
国
で
そ
の
管
理
支
配
を
行
う
法
人
は
、
双
方
か
ら
「
自
国
の
居
住
者
」
と
判
断
さ
れ
る
。
そ
の
結
果
、
当
該
法
人
は
、
Ａ
国

Ｂ
国
の
双
方
で
居
住
者
と
し
て
無
制
限
納
税
義
務
が
課
さ
れ
、
そ
の
全
世
界
所
得
に
課
税
さ
れ
る
。
こ
の
よ
う
な
二
重
課
税
を
防
ぐ
た
め
、

租
税
条
約
に
於
い
て
は
、
複
数
の
国
で
居
住
者
と
認
定
さ
れ
る
「
双
方
居
住
者
」
に
対
し
、
住
所
を
一
つ
に
定
め
、
課
税
管
轄
を
一
つ
に

認
定
す
る
振
分
規
定
が
存
在
す
る
。

　
現
在
、
多
く
の
国
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
モ
デ
ル
租
税
条（
5
）約を
ベ
ー
ス
に
租
税
条
約
を
締
結
し
て
い
る
。
そ
こ
に
お
い
て
採
用
さ
れ
て
い
る
の

は
、
登
記
や
設
立
準
拠
法
な
ど
の
形
式
基
準
で
は
な
く
「
実
質
的
管
理
の
場
所
（Place of Effective M

anagem
ent

、
以
下
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
と
表
記

す
る
。）」
に
着
目
す
る
も
の
で
あ（
6
）る。

し
か
し
近
年
、
こ
の
租
税
条
約
上
の
「
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
」
概
念
に
つ
き
、
ど
の
よ
う
に
解
釈
・
運
用
す
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べ
き
か
が
大
き
な
問
題
と
な
り
、
様
々
な
議
論
が
行
わ
れ
て
い
る
。
現
状
の
よ
う
に
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
の
統
一
的
か
つ
安
定
的
な
解
釈
・
運
用

が
担
保
さ
れ
な
い
ま
ま
で
は
、
振
分
の
結
果
と
し
て
の
法
人
の
住
所
が
安
定
的
に
定
ま
ら
ず
、
法
人
の
課
税
管
轄
と
い
う
基
本
的
か
つ
重

要
な
部
分
で
、
納
税
者
の
予
測
可
能
性
お
よ
び
法
的
安
定
性
が
確
保
さ
れ
な
い
こ
と
に
な
っ
て
し
ま
う
。
本
論
文
で
は
、
現
行
の
Ｏ
Ｅ
Ｃ

Ｄ
モ
デ
ル
条
約
上
の
振
分
規
定
で
あ
る
「
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
」
と
い
う
概
念
の
解
釈
の
一
助
と
し
て
、
当
該
概
念
の
ル
ー
ツ
で
あ
る
英
国
の
租
税

条
約
上
の
住
所
概
念
に
焦
点
を
当
て
る
。
そ
こ
で
は
、
英
国
の
国
内
法
上
の
住
所
概
念
で
あ
る
「
管
理
支
配
の
中
心
（Central 

M
anagem

ent and Control

、
以
下
Ｃ
Ｍ
Ｃ
と
表
記
す
る
。）」
と
の
相
関
関
係
に
着
目
し
、
振
分
規
定
と
し
て
の
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
と
、
英
国
の
国
内

法
と
し
て
発
展
し
て
き
た
Ｃ
Ｍ
Ｃ
と
の
役
割
の
違
い
に
も
着
目
し
つ
つ
、
租
税
条
約
上
の
住
所
概
念
に
関
す
る
議
論
の
今
後
の
方
向
性
を

探
り
た
い
。

一
　
国
内
法
上
及
び
租
税
条
約
上
の
法
人
の
住
所
概
念
が
一
致
し
て
い
た
時
代

㈠
　
船
舶
事
業
に
係
る
相
互
免
税
協
定
及
び
当
時
の
国
内
法

　
租
税
条
約
上
の
法
人
住
所
の
定
義
の
起
源
は
、
船
舶
事
業
に
係
る
相
互
免
税
協
定
ま
で
遡
る
こ
と
が
で
き（
7
）る。
一
九
二
三
年Finance 

A

（
8
）

ct

に
よ
っ
て
施
行
さ
れ
た
当
該
免
税
協
定
に
は
以
下
の
文
言
が
使
用
さ
れ
て
い
る
。「
…
…
英
国
政
府
は
、
他
国
に
居
住
す
る
個
人
、

或
は
他
国
で
管
理
支
配
（m

anaged and controlled

）
さ
れ
る
法
人
に
よ
っ
て
営
ま
れ
る
船
舶
事
業
か
ら
得
ら
れ
る
利
益
に
対
し
て
、

…
…
英
国
及
び
他
国
で
の
課
税
及
び
毎
年
課
さ
れ
る
税
を
免
ず（
9
）る」。

　Avery Jones

氏
は
、
こ
の
規
定
に
つ
い
て
「
法
人
の
事
業
全
体
と
い
う
よ
り
は
船
舶
事
業
の
管
理
支
配
に
着
目
し
て
い
る
」
と
指
摘

し
て
い
る
）
10
（
が
、
当
該
協
定
が
船
舶
事
業
に
係
る
所
得
に
つ
い
て
の
免
税
協
定
で
あ
る
こ
と
を
考
え
れ
ば
、
自
然
な
こ
と
で
あ
る
よ
う
に
思
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わ
れ
る
。
当
該
協
定
に
は
「
住
所
」
と
い
う
文
言
は
登
場
せ
ず
、「
管
理
支
配
」
が
行
わ
れ
て
い
る
国
に
、
船
舶
事
業
に
係
る
所
得
が
課

税
上
帰
属
す
る
旨
規
定
し
て
い
る
。
こ
の
こ
と
か
ら
、
船
舶
事
業
の
課
税
上
の
帰
属
の
判
断
に
「
管
理
支
配
」
を
用
い
た
こ
と
が
、
な
ぜ

租
税
条
約
上
の
法
人
の
住
所
概
念
の
起
源
と
さ
れ
る
の
か
、
疑
問
に
思
う
向
き
も
あ
る
か
も
し
れ
な
い
。
そ
れ
は
、
こ
の
「
管
理
支
配
」

と
い
う
基
準
が
、
当
時
の
法
人
住
所
に
つ
い
て
の
国
内
判
例
法
に
お
い
て
確
立
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
こ
と
に
、
理
由
が
あ
る
よ
う
に
思
わ

れ
る
。
当
時
の
国
内
判
例
法
の
状
）
11
（

況
は
以
下
の
よ
う
な
も
の
で
あ
っ
た
。

　
ま
ず
、
一
八
七
六
年
のCesena

事
）
12
（
件
に
お
い
て
、H

uddleston

裁
判
官
は
「
取
引
法
人
の
よ
う
な
人
工
の
法
人
格
の
住
所
は
、
そ
れ

が
事
業
を
営
む
場
所
、
真
実
の
取
引
及
び
事
業
が
行
わ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。」
と
述
べ
た
。
そ
し
て
、
一
九
〇
六
年
のD

eBeers

事
件

判
決
でLoreburn

裁
判
官
は
、
法
人
の
住
所
は
真
実
の
事
業
が
行
わ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
、
と
確
認
し
た
上
で
、
真
実
の
事
業
と

は
中
心
的
な
管
理
支
配
（Central M

anagem
ent and Control

）
が
実
際
に
行
わ
れ
て
い
る
場
所
で
あ
る
、
と
判
示
し
）
13
（

た
。

　
つ
ま
り
、
当
時
の
国
内
判
例
法
で
は
、「
法
人
は
そ
の
真
実
の
事
業
の
行
わ
れ
る
場
所
に
居
住
す
る
」
と
い
うCesena

事
件
を
受
け
、

D
eBeers

事
件
に
お
い
て
「
真
実
の
事
業
と
は
、
中
心
的
な
管
理
支
配
が
実
際
に
行
わ
れ
て
い
る
場
所
に
あ
る
」
と
い
う
Ｃ
Ｍ
Ｃ
原
則
が

打
ち
建
て
ら
れ
て
二
十
年
が
過
ぎ
よ
う
と
し
て
い
た
。
こ
の
船
舶
事
業
に
係
る
免
税
協
定
に
お
い
て
、「
管
理
支
配
」
が
船
舶
事
業
の
帰

属
の
判
断
に
用
い
ら
れ
て
い
る
の
は
、
国
内
法
上
の
法
人
の
住
所
概
念
を
、
お
そ
ら
く
は
初
め
て
、
国
際
協
定
に
用
い
た
も
の
と
思
わ

れ
）
14
（
る
。

　
当
時
の
英
国
は
二
重
課
税
排
除
に
当
っ
て
、「
完
全
な
る
居
住
地
国
課
税
」
を
推
進
し
よ
う
と
し
て
い
）
15
（

た
。
本
来
、
国
内
法
上
「
法
人

が
自
国
の
居
住
者
か
」
を
判
断
す
る
基
準
と
、
租
税
条
約
上
「
双
方
居
住
法
人
を
、
ど
ち
ら
の
居
住
者
と
し
て
課
税
す
る
か
」
と
い
う
基

準
は
、
そ
の
目
的
を
異
に
す
）
16
（
る
。
し
か
し
、
前
述
の
国
内
法
上
の
判
例
法
と
、
免
税
協
定
上
の
法
人
の
住
所
に
関
す
る
規
定
を
見
る
に
、

こ
の
当
時
の
英
国
は
、
そ
れ
ら
を
同
一
の
基
準
で
行
お
う
と
し
て
い
た
よ
う
で
あ
）
17
（

る
。
そ
し
て
そ
れ
は
、
自
国
の
国
内
法
上
の
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基

準
に
照
ら
せ
ば
、
居
住
地
国
は
一
つ
に
決
ま
る
と
い
う
前
提
が
あ
っ
て
こ
そ
の
も
の
で
あ
る
。「
自
国
の
居
住
者
か
」
と
い
う
点
を
判
断
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す
る
だ
け
な
ら
ば
そ
の
法
人
が
同
時
に
他
国
の
居
住
者
で
も
あ
る
か
ど
う
か
は
関
係
が
な
い
が
、
双
方
居
住
者
の
振
分
と
い
う
目
的
に
於

い
て
は
、
住
所
は
一
つ
に
決
ま
ら
ね
ば
な
ら
な
い
か
ら
で
あ
る
。

㈡
　
一
九
二
六
年
　
対Irish Agreem

ent

　
一
九
二
六
年
に
締
結
さ
れ
た
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
自
由
国
と
の
所
得
税
協
定
四
）
18
（
条
に
は
、
以
下
の
よ
う
な
文
言
が
挿
入
さ
れ
て
い
る
。

　「
当
協
定
の
目
的
上
、
法
人
は
、
英
国
、
北
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
自
由
国
或
は
他
国
の
法
の
下
に
設
立
さ
れ
た
も
の
で
あ

る
か
を
問
わ
ず
、
そ
の
事
業
が
管
理
さ
れ
、
支
配
さ
れ
て
い
る
国
に
の
み
居
住
す
る
も
の
と
み
な
す
」。
上
記
の
船
舶
事
業
協
定
と
の
違

い
は
、
法
人
の
住
所
に
か
か
る
規
定
に
つ
い
て
言
え
ば
、「
そ
の
事
業
が
、
管
理
さ
れ
、
支
配
さ
れ
て
い
る
国
に
『
の
み
』
居
住
す
る
も

の
と
み
な
す
（
二
重
括
弧
は
筆
者
挿
入
）。」
と
い
う
部
分
で
あ
る
。

　
こ
の
協
定
の
文
言
の
変
化
は
、
国
内
法
上
の
住
所
概
念
の
変
化
を
反
映
し
て
い
る
。
船
舶
事
業
免
税
協
定
と
こ
の
対Irish 

Agreem
ent

の
間
に
、
英
国
で
は
一
つ
の
判
決
が
下
さ
れ
た
。
そ
の
問
題
のSw

edish Central Railw
ay

事
）
19
（

件
で
は
、
法
人
の
「
二
重

住
所
」
及
び
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
と
併
用
す
る
二
つ
目
の
基
準
（
以
下
、Sw

edish

基
準
と
表
記
）
に
つ
い
て
議
論
が
行
わ
れ
た
。
管
理
支
配
を
ス

ウ
ェ
ー
デ
ン
で
行
い
な
が
ら
、
英
国
で
も
一
定
の
活
動
を
行
っ
て
い
た
法
人
に
つ
き
、
英
国
で
の
居
住
が
争
わ
れ
た
の
で
あ
る
。

　
当
該
事
件
の
貴
族
院
判
決
に
お
い
て
、Cave

子
爵
は
以
下
の
よ
う
に
述
べ
て
い
る
。「
法
人
は
二
つ
以
上
の
住
所
を
持
つ
こ
と
が
で
き

る
。
…
…
法
人
は
、
管
理
支
配
が
分
か
れ
て
い
れ
ば
二
つ
以
上
の
住
所
を
持
つ
。
登
記
だ
け
で
英
国
居
住
が
成
り
立
つ
と
は
言
わ
な
い
）
20
（

が
、

他
の
要
素
も
考
え
あ
わ
せ
れ
ば
、
本
件
法
人
は
英
国
居
住
と
す
る
に
十
分
で
あ
）
21
（

る
」。
ま
た
、
貴
族
院
判
決
に
お
い
て
「
他
の
要
素
を
考

え
あ
わ
せ
れ
ば
」
と
さ
れ
る
要
素
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
控
訴
審
のRow

latt
裁
判
官
の
判
示
が
示
唆
を
与
え
て
く
れ
る
の
で
は
あ
る
ま

い
か
。

　「
長
官
の
認
定
に
よ
る
と
、Sw

edish

社
の
居
住
は
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
に
あ
る
と
認
め
ら
れ
得
る
。
し
か
し
問
題
は
、
同
時
に
ロ
ン
ド
ン
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に
も
居
住
が
認
め
ら
れ
る
か
と
い
う
点
で
あ
る
。
…
…
登
録
さ
れ
た
事
務
所
に
お
け
る
印
章
の
保
管
、
株
式
移
転
と
そ
の
登
録
、
銀
行
口

座
の
保
有
、
監
査
な
ど
、
英
国
で
の
活
動
は
法
人
と
し
て
の
存
在
に
付
随
し
て
起
こ
る
、
重
要
で
根
本
的
な
運
営
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な

重
要
な
機
能
は
、
そ
の
活
動
と
法
人
組
織
の
中
心
に
影
響
を
与
え
、
そ
れ
ゆ
えSw

edish Railw
ay

社
は
二
つ
の
住
所
を
持
っ
て
い
る
と

考
え
る
（
傍
線
筆
）
22
（
者
）」。

　
対Irish Agreem

ent

は
、
こ
のSw

edish Central Railw
ay

事
件
の
判
）
23
（

決
が
出
た
翌
年
に
締
結
さ
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
対Irish 

Agreem
ent

は
、
同
一
の
税
制
を
有
す
る
二
つ
の
国
の
間
で
締
結
さ
れ
た
独
特
の
二
重
課
税
協
定
で
あ
っ
た
、
と
言
わ
れ
て
い
）
24
（
る
。
対

Irish Agreem
ent

は
、
居
住
地
国
で
の
み
課
税
を
行
い
、
源
泉
地
国
で
は
課
税
し
な
い
、
と
い
う
も
の
で
あ
っ
）
25
（

た
。
そ
の
よ
う
な
純
粋

な
居
住
地
国
課
税
を
掲
げ
る
租
税
協
定
を
締
結
す
る
に
当
っ
て
、
上
述
の
よ
う
な
法
人
の
住
所
に
関
す
る
国
内
の
議
論
が
参
考
に
さ
れ
た

の
は
自
然
な
こ
と
で
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

　
英
国
国
立
公
文
書
館
の
議
事
録
に
も
あ
る
よ
う
）
26
（
に
、
当
該
協
定
の
四
条
に
お
い
て
「
そ
の
国
に
の
み
」
と
さ
れ
る
目
的
は
、
二
重
住
所

を
防
ぐ
こ
と
で
あ
る
。
し
か
し
、Sw
edish Central Railw

ay

事
件
の
貴
族
院
判
決
に
於
い
て
法
人
の
管
理
支
配
の
分
割
に
よ
る
二
重

住
所
の
可
能
性
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
に
も
関
わ
ら
ず
、
こ
こ
で
も
、
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
を
単
一
的
に
採
用
す
れ
ば
二
重
住
所
は
防
げ
る
も
の
と

考
え
ら
れ
て
い
た
。
そ
の
こ
と
は
、
議
事
録
の
二
重
住
所
防
止
の
た
め
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
の
み
に
よ
る
判
断
を
行
う
、
と
い
う
記
述
か
ら
も
伺

え
）
27
（
る
。
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
で
住
所
は
一
つ
に
決
ま
る
、
と
い
う
前
提
が
変
わ
ら
な
い
に
も
関
わ
ら
ず
、
当
該
協
定
に
於
い
て
「
そ
の
国
に
の

み
」
と
変
更
さ
れ
た
理
由
は
、Sw

edish Central Railw
ay

事
件
の
解
釈
に
あ
る
よ
う
で
あ
）
28
（

る
。
即
ち
、Sw

edish Central Railw
ay

事
件
に
よ
っ
て
新
た
に
提
起
さ
れ
た
問
題
の
う
ち
、
こ
の
当
時
、
よ
り
重
視
さ
れ
て
い
た
も
の
は
、
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
と
併
用
さ
れ
る
新
た
な

基
準
が
あ
り
得
る
か
、
そ
し
て
そ
の
二
つ
の
基
準
を
併
用
し
た
結
果
と
し
て
の
二
重
住
所
が
許
容
さ
れ
る
か
、
と
い
う
こ
と
で
あ
っ
た
。

Sw
edish Central Railw

ay

事
件
判
決
は
、
議
事
録
の
中
で
は
「
管
理
支
配
の
分
離
の
結
果
」
で
は
な
く
、「
基
準
が
二
つ
あ
る
こ
と
の

結
果
」
と
し
て
「
二
重
住
所
」
と
解
釈
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
）
29
（
る
。
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特
に
、
対Irish Agreem

ent

に
於
い
て
は
、「
一
方
の
締
約
国
の
居
住
者
に
対
し
免
税
を
与
え
る
」
と
い
う
方
法
が
採
用
さ
れ
て
い

た
た
め
に
、
二
重
基
準
の
問
題
は
、
こ
れ
ま
で
条
約
の
枠
外
で
あ
っ
た
「
第
三
国
の
管
理
支
配
」
を
ど
の
よ
う
に
扱
う
か
、
と
い
う
問
題

を
含
ん
で
い
た
。Sw

edish

基
準
を
巡
り
、
一
九
二
六
年
七
月
一
四
日
の
議
事
録
に
お
い
て
、
こ
の
問
題
が
指
摘
さ
れ
て
い
）
30
（
る
。
即
ち
、

協
定
四
条
は
、
法
人
が
英
国
或
は
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
自
由
国
で
支
配
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
支
配
の
あ
る
一
方
の
国
の
み
の
居
住
者
と
し

て
扱
う
こ
と
を
規
定
し
て
い
る
。
そ
し
て
、
英
国
で
も
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
自
由
国
で
も
な
い
第
三
国
で
法
人
が
支
配
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、

ど
ち
ら
の
居
住
者
で
も
な
く
、
協
定
の
範
囲
外
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
て
い
た
。
し
か
しSw

edish

基
準
に
よ
っ
て
、
第
三
国
支
配
で
あ

り
な
が
ら
、
英
国
の
居
住
者
と
し
て
扱
わ
れ
る
法
人
が
出
て
く
る
。
そ
う
い
っ
た
法
人
に
つ
い
て
、
協
定
上
ど
う
扱
う
か
が
問
題
と
な
っ

た
の
で
あ
る
。

　
こ
の
点
に
つ
い
て
、
英
国
の
主
張
は
、
協
定
の
目
的
上
、
第
三
国
で
支
配
さ
れ
、
英
国
或
は
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
自
由
国
で
設
立
さ
れ
た
法

人
はSw

edish

基
準
の
下
、
設
立
国
の
居
住
者
と
し
て
扱
わ
れ
る
べ
き
で
あ
る
、
と
い
う
も
の
で
あ
っ
）
31
（
た
。
一
方
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
側

の
代
表
は
、
当
初
は
英
国
の
主
張
に
同
意
し
た
も
の
）
32
（

の
、
後
に
は
英
国
に
強
く
反
対
す
る
よ
う
に
な
）
33
（

る
。
英
国
は
、
第
三
国
に
支
配
が
あ

る
場
合
に
は
、Sw

edish

基
準
に
基
づ
き
、
設
立
国
に
住
所
を
認
め
、
設
立
国
で
な
い
協
定
相
手
国
は
免
税
を
認
め
る
べ
き
で
あ
る
、
と

考
え
て
い
た
。
し
か
し
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
は
協
定
上
、
法
人
は
第
三
国
に
の
み
居
住
す
る
も
の
と
す
る
と
考
え
、
設
立
国
で
な
い
協
定
相

手
国
が
、
そ
の
国
の
源
泉
所
得
に
対
し
て
課
税
す
る
こ
と
を
妨
げ
な
い
、
と
考
え
て
い
た
の
で
あ
）
34
（
る
。

　
互
い
の
居
住
地
国
課
税
及
び
源
泉
地
国
課
税
の
権
利
を
主
張
し
合
っ
た
結
果
は
、
以
下
の
結
論
と
な
っ
た
。「
協
定
に
加
え
て
、
以
下

の
よ
う
な
文
言
の
付
加
の
検
討
が
同
意
さ
れ
た
。『
第
三
国
に
於
い
て
支
配
さ
れ
て
い
る
法
人
の
場
合
、
免
税
は
、
そ
の
全
受
益
株
式
所

有
が
英
国
、
北
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
自
由
国
の
外
で
あ
る
法
人
に
は
拡
張
し
な
い
も
の
と
み
な
）
35
（
す
』」。
つ
ま
り
、
法
人
の
管

理
支
配
が
ど
ち
ら
の
国
に
お
い
て
も
行
わ
れ
て
お
ら
ず
、
協
定
四
条
が
適
用
さ
れ
な
い
場
合
、
そ
の
よ
う
な
法
人
に
つ
い
て
の
課
税
は
、

英
国
と
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
双
方
の
国
内
法
の
運
営
に
任
せ
ら
れ
る
も
の
と
さ
れ
た
の
で
あ
る
。
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　Sw
edish Central Railw

ay

事
件
か
ら
四
年
後
、Sw

edish

基
準
を
否
定
す
る
か
の
よ
う
なEgyptian D

elta

事
件
判
）
36
（
決
が
下
さ
れ
た
。

そ
れ
は
、Sw

edish Central Railw
ay

事
件
と
か
な
り
類
似
し
た
事
実
関
係
に
於
い
て
、
英
国
で
の
「
設
立
そ
の
他
の
活
動
」
に
住
所

を
認
定
せ
ず
、
英
国
居
住
者
と
し
て
の
課
税
を
否
定
し
た
事
案
で
あ
っ
た
。Sw

edish Central Railw
ay

事
件
とEgyptian D

elta

事

件
の
整
合
性
、
及
び
設
立
地
基
準
の
存
在
に
つ
い
て
は
、
国
内
法
上
も
議
論
の
あ
る
と
こ
ろ
で
あ
）
37
（
る
。
し
か
し
、Egyptian D

elta

事
件

の
貴
族
院
に
於
い
て
、「
争
点
は
、
①
法
人
は
英
国
に
登
記
を
し
た
だ
け
で
英
国
居
住
と
い
え
る
か
ど
う
か
、
②
法
人
は
管
理
支
配
の
場

所
に
居
住
す
る
と
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
れ
は
唯
一
排
他
的
な
『
住
所
』
で
あ
る
の
か
ど
う
か
、
で
あ
る
。
①
に
つ
い
て
は
、
単
に
設
立
さ

れ
た
の
み
で
他
の
一
切
の
つ
な
が
り
を
断
っ
た
場
所
を
居
住
地
と
考
え
る
こ
と
は
、
過
去
の
判
例
に
鑑
み
て
ベ
ス
ト
で
は
な
く
、
②
に
つ

い
て
は
、
必
ず
し
も
排
他
的
で
は
な
い
と
考
え
）
38
（
る
」
と
、
設
立
地
の
み
に
着
目
し
た
住
所
の
認
定
を
否
定
し
た
こ
と
は
、
租
税
条
約
上
も

影
響
が
あ
っ
た
よ
う
に
思
わ
れ
）
39
（

る
。
そ
の
後
、Sw

edish

基
準
の
存
在
、
及
び
「
締
約
国
で
設
立
さ
れ
、
第
三
国
で
管
理
支
配
さ
れ
る
」

法
人
の
条
約
適
用
の
問
題
は
大
き
く
減
じ
ら
れ
、
そ
の
結
果
、
協
定
に
対
し
て
何
の
変
更
も
加
え
ら
れ
な
か
っ
）
40
（
た
。
法
人
が
、
設
立
国
の

国
内
法
に
お
い
て
も
は
や
居
住
者
で
な
い
場
合
に
は
、
源
泉
地
国
の
課
税
を
阻
む
も
の
は
何
も
な
い
か
ら
で
あ
）
41
（

る
。

　
こ
の
後
、
一
九
三
一
年
か
ら
一
九
三
九
年
に
締
結
さ
れ
た
他
国
居
住
者
に
よ
る
英
国
内
で
の
支
店
利
益
に
係
る
免
税
協
定
で
は
、
居
住

者
の
定
義
は
対Irish Agreem

ent

と
同
様
で
あ
る
）
42
（

が
、
第
三
国
支
配
法
人
の
問
題
は
特
別
に
扱
わ
れ
、
協
定
の
適
用
は
管
理
支
配
が
一

方
の
締
約
国
で
行
わ
れ
て
い
る
場
合
に
限
ら
れ
る
と
さ
れ
た
。
後
の
協
定
の
起
草
者
は
、
対Irish Agreem

ent

の
議
論
に
学
ん
だ
の
で

あ
ろ
う
、
と
い
わ
れ
て
い
）
43
（

る
。

㈢
　
一
九
三
六
年
　Codification Com

m
ittee

レ
ポ
ー
ト

　
一
九
三
六
年
のCodification Com

m
ittee

レ
ポ
ー
ト
に
は
、Sw

edish Central Railw
ay

事
件
及
びEgyptian D

elta

事
件
に
対

す
る
当
時
の
専
門
委
員
会
の
見
解
が
記
さ
れ
て
い
る
。
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　「
判
例
の
一
般
的
な
影
響
と
し
て
は
、
こ
れ
ら
の
目
的
上
、
法
人
は
そ
の
事
業
が
支
配
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
に
居
住
す
る
が
、
我
々
が

目
下
議
論
し
て
い
る
事
例
で
は
、
違
う
考
え
が
適
用
さ
れ
る
。
貴
族
院
に
よ
っ
て
判
断
さ
れ
た
そ
の
事
例
（Sw

edish Railw
ays

事
件
）
で

は
、
法
人
は
複
数
の
住
所
を
有
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
し
か
し
、
主
要
な
支
配
の
地
は
一
つ
で
あ
る
。
つ
ま
り
、
法
人
は
一
つ
の
主
要
な

支
配
の
地
を
持
つ
が
、
そ
れ
以
外
の
場
所
に
も
居
住
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
…
…
主
要
な
支
配
の
地
だ
け
を
居
住
の
基
準
と
し
て
採
用
す

る
こ
と
に
は
問
題
が
あ
る
。
海
外
で
取
締
役
会
を
行
い
、
事
業
を
管
理
し
、
そ
れ
以
外
の
事
（
登
記
、
製
造
及
び
販
売
、
株
主
の
国
籍
等
）

を
英
国
で
行
う
法
人
の
国
外
所
得
に
つ
い
て
、
納
税
義
務
を
免
ず
る
こ
と
に
な
る
か
ら
で
あ
る
（
傍
線
筆
）
44
（
者
）」。

　
こ
れ
に
つ
い
て
、Avery Jones

氏
は
、
委
員
会
がEgyptian D

elta

を
未
だ
本
当
に
は
信
頼
し
て
お
ら
ず
、
英
国
設
立
法
人
は
非
居

住
者
と
認
め
ら
れ
る
べ
き
で
は
な
い
（
そ
し
て
そ
の
国
外
所
得
は
課
税
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
）
と
感
じ
て
い
た
こ
と
を
示
し
て
い
る
、
と
指
摘

し
、
彼
ら
は
そ
れ
ゆ
え
、Sw

edish Railw
ay

を
利
用
し
た
が
り
、
そ
れ
を
き
わ
め
て
特
殊
な
事
実
関
係
に
基
づ
い
た
判
決
と
し
て
埋
も

れ
さ
せ
な
か
っ
た
の
だ
と
結
論
付
け
て
い
）
45
（
る
。

　
当
該
レ
ポ
ー
ト
は
、Sw

edish Central Railw
ay

事
件
に
お
け
る
の
と
同
様
の
手
法
で
英
国
課
税
を
回
避
さ
れ
る
こ
と
へ
の
抵
抗
と

と
も
に
、Sw

edish

基
準
の
必
要
性
を
指
摘
し
て
い
る
。
ま
た
、Sw

edish

基
準
の
運
用
に
つ
い
て
、「
判
例
法
は
、
事
務
的
な
活
動
（
帳

簿
の
備
付
、
配
当
及
び
分
配
等
）
は
、
十
分
に
実
質
的
で
あ
れ
ば
、
登
記
と
組
み
合
わ
せ
れ
ば
住
所
を
構
成
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
て
い

る
。
住
所
の
問
題
は
事
実
認
定
の
問
題
で
あ
り
、
活
動
が
実
質
的
で
あ
る
か
ど
う
か
の
判
断
に
つ
い
て
は
長
官
が
最
終
的
な
決
定
権
を
持

つ
」
と
言
及
し
て
い
る
。
つ
ま
り
設
立
地
を
軸
と
し
たSw

edish
基
準
が
存
在
し
、
そ
の
適
用
は
法
人
の
英
国
で
の
活
動
が
実
質
的
か

ど
う
か
に
依
存
し
、
実
質
性
の
認
定
は
長
官
の
権
限
に
よ
る
、
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

　
ま
た
、「
主
要
な
支
配
の
地
は
一
つ
」
と
明
示
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
注
目
し
た
い
。
こ
れ
ま
で
、Sw

edish Railw
ay

判
決
に
基
づ
く

設
立
地
ベ
ー
ス
のSw

edish

基
準
に
よ
り
、
法
人
が
住
所
を
複
数
有
す
る
可
能
性
が
あ
る
、
と
さ
れ
て
き
た
。
し
か
し
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
だ

け
に
よ
れ
ば
、「
主
要
な
支
配
の
地
」、
即
ち
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
の
下
で
の
「
住
所
」
は
、
や
は
り
一
つ
に
決
ま
る
と
考
え
ら
れ
て
い
る
の
で
あ
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る
。
そ
う
考
え
る
と
、「
そ
の
事
業
が
管
理
さ
れ
、
支
配
さ
れ
て
い
る
国
に
『
の
み
』
居
住
す
る
も
の
と
み
な
す
」
と
い
う
文
言
は
、

Sw
edish

基
準
を
条
約
か
ら
排
除
す
る
た
め
に
挿
入
さ
れ
た
と
思
わ
れ
）
46
（

る
。
一
九
四
五
年
、
英
国
は
初
の
包
括
的
租
税
条
）
47
（

約
を
締
結
す
る

が
、Sw

edish Railw
ay

判
決
へ
の
理
解
は
変
わ
ら
ず
、
法
人
住
所
に
関
す
る
規
定
は
対Irish Agreem

ent

と
同
様
の
文
言
を
用
い
て

い
）
48
（
る
。

㈣
　
小
　
括

　
こ
れ
ま
で
見
て
き
た
よ
う
に
、
初
期
の
租
税
条
約
の
時
代
に
は
、
や
は
り
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
の
下
で
は
住
所
は
一
つ
に
決
ま
る
、
と
い
う
前

提
が
あ
っ
た
よ
う
で
あ
る
。
し
か
し
、
一
九
二
五
年
以
後
に
は
、Sw

edish Railw
ay

判
決
か
ら
生
ま
れ
た
、
Ｃ
Ｍ
Ｃ
と
併
用
的
な
代
替

基
準
が
存
在
す
る
と
考
え
ら
れ
て
い
た
。Sw
edish Central Railw

ay

事
件
に
於
い
て
は
「
管
理
支
配
が
分
割
し
て
い
る
ゆ
え
の
二
重

住
所
」
の
可
能
性
も
指
摘
さ
れ
て
い
た
が
、
む
し
ろ
「
代
替
基
準
（Sw

edish

基
準
）
の
有
無
」
の
ほ
う
に
関
心
が
寄
せ
ら
れ
、
英
国
歳

入
庁
は
、
そ
の
歳
入
の
確
保
の
た
め
に
、
国
内
法
上
、
後
者
を
い
か
に
活
用
す
る
か
に
腐
心
し
て
い
た
よ
う
で
あ
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
租
税

条
約
上
の
法
人
の
住
所
の
定
義
に
当
っ
て
は
、「Sw

edish

基
準
で
は
な
く
、
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
を
条
約
の
目
的
上
使
用
す
る
」
こ
と
を
意
図

し
て
「
そ
の
事
業
が
管
理
さ
れ
、
支
配
さ
れ
て
い
る
国
に
『
の
み
』
居
住
す
る
も
の
と
み
な
す
。」
と
い
う
文
言
を
挿
入
し
た
も
の
と
思

わ
れ
る
。
一
方
で
、
第
三
国
支
配
の
法
人
に
対
し
て
は
、
条
約
の
枠
外
でSw

edish

基
準
を
使
用
し
、
そ
の
法
人
が
活
動
的
で
な
い
場

合
に
は
、
そ
の
居
住
地
国
課
税
の
ベ
ー
ス
に
取
り
込
も
う
と
し
た
の
で
あ
る
。
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二
　
国
内
法
上
の
概
念
拡
大
の
兆
し
及
び
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
モ
デ
ル
条
約

㈠
　U

nion Corp

事
件
に
よ
る
国
内
法
上
の
住
所
概
念
の
拡
大

　
上
述
の
、Sw

edish Railw
ay

基
準
と
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
の
二
重
基
準
の
下
で
の
二
重
住
所
は
認
め
る
が
、
管
理
支
配
の
分
割
の
結
果
と
し

て
の
二
重
住
所
は
認
め
な
い
、
と
い
う
見
解
は
、U

nion Corp

事
件
を
機
に
変
化
を
見
せ
る
よ
う
で
あ
る
。
一
九
五
〇
年
代
は
じ
め
に

出
さ
れ
たU

nion Corp
判
決
の
な
か
で
、Sw

edish Railw
ay

判
決
に
対
す
る
見
解
が
示
さ
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
は
、Sw

edish 

Central Railw
ay

事
件
は
、
①
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
の
下
で
の
住
所
が
一
つ
に
決
ま
る
に
も
関
わ
ら
ず
、
管
理
支
配
が
分
離
し
て
い
る
か
、
②

法
人
が
管
理
支
配
と
は
別
の
場
所
に
本
拠
地
を
持
つ
、
と
い
う
ど
ち
ら
か
の
理
由
で
二
重
住
所
を
認
定
し
て
い
）
49
（
る
、
と
分
析
し
て
い
る
。

ま
た
、
管
理
支
配
の
分
割
に
つ
い
て
はKoitaki

事
）
50
（

件
のD

ixson

裁
判
官
の
判
決
文
を
引
用
し
、
以
下
の
よ
う
に
述
べ
て
い
る
。

　「『
一
般
的
な
事
柄
の
管
理
が
一
つ
の
国
に
集
中
し
て
お
ら
ず
、
複
数
の
国
に
分
散
し
て
い
る
時
に
の
み
、
複
数
の
国
に
居
住
し
て
い
る

と
認
め
ら
れ
る
。
問
題
は
常
に
程
度
問
題
で
あ
り
、
住
所
は
様
々
な
要
素
の
組
み
合
わ
せ
で
構
成
さ
れ
る
が
、
注
目
さ
れ
る
べ
き
一
つ
の

要
素
は
、
優
れ
た
指
導
権
力
の
部
分
が
存
在
し
、
管
理
さ
れ
て
い
る
か
ど
う
か
で
あ
る
。』
我
々
は
上
記
を
正
し
い
問
題
解
決
策
と
し
て

受
け
入
れ
る
。
…
…
管
理
支
配
は
分
割
さ
れ
う
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
よ
う
な
分
割
は
各
事
案
の
事
実
及
び
程
度
の
問
題
で
、
支
配
的
に

ひ
と
つ
の
場
所
に
認
定
さ
れ
る
か
も
し
れ
な
い
最
高
支
配
、
最
終
決
定
権
の
状
況
に
よ
っ
て
否
定
さ
れ
る
も
の
で
は
な
い
（
傍
線
筆
）
51
（

者
）」。

　
こ
の
よ
う
に
、
国
内
法
の
状
況
は
、
こ
れ
ま
で
「
管
理
支
配
の
中
心
（
Ｃ
Ｍ
Ｃ
）」
と
さ
れ
て
き
た
法
人
の
住
所
概
念
を
、「
高
度
な
管

理
支
配
」
で
足
り
る
も
の
と
し
て
、
よ
り
二
重
住
所
を
認
め
や
す
く
、
拡
張
す
る
方
向
へ
向
か
っ
て
い
）
52
（

た
。
そ
の
こ
と
を
さ
ら
に
決
定
づ

け
た
の
は
、U

nit Construction

事
）
53
（
件
で
あ
る
。
一
九
五
九
年
に
出
さ
れ
た
当
該
判
決
の
中
で
、Radcliff

裁
判
官
はSw

edish 

Railw
ay

判
決
に
つ
い
て
、
管
理
支
配
を
理
由
と
し
た
居
住
が
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
に
あ
る
の
と
同
時
に
、
英
国
で
行
わ
れ
て
い
た
経
営
管
理
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上
の
義
務
及
び
英
国
で
の
設
立
に
よ
っ
て
、
英
国
に
も
居
住
が
認
め
ら
れ
た
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る
、
と
指
摘
し
た
。
そ
し
て
、
そ
れ
は

Ｃ
Ｍ
Ｃ
と
は
別
の
場
所
に
、
同
時
に
居
住
が
認
定
で
き
る
、
と
い
う
こ
と
で
あ
）
54
（

る
、
と
結
論
付
け
た
の
で
あ
る
。
ま
た
、
管
理
支
配
の
分

割
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
よ
う
に
述
べ
て
い
る
。

　「
…
…
管
理
支
配
は
分
割
さ
れ
う
る
し
、
理
論
的
に
は
各
地
を
転
々
と
す
る
こ
と
さ
え
あ
り
得
る
。
…
…
全
体
と
し
てD

eBeers

基
準

を
適
用
で
き
な
い
事
実
の
場
合
、
住
所
判
断
の
為
の
正
し
い
道
は
、
い
わ
ばD

eBeers

基
準
の
原
理
を
バ
ラ
バ
ラ
に
し
て
、
支
配
力
や

権
力
の
部
分
の
執
行
が
認
定
で
き
る
所
に
課
税
目
的
上
の
住
所
を
成
立
さ
せ
る
べ
き
で
あ
る
（
傍
線
筆
）
55
（
者
）」。

　
こ
こ
に
お
い
て
こ
れ
ま
で
の
「
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
の
下
で
、
住
所
は
必
ず
一
つ
に
決
ま
る
」
と
い
う
前
提
が
、
大
き
く
揺
ら
ぐ
こ
と
に
な
る

の
で
あ
）
56
（
る
。
こ
れ
ら
の
判
例
は
、
英
国
国
内
法
上
の
法
人
の
住
所
概
念
を
判
断
す
る
も
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
こ
れ
ま
で
英
国
は
、
Ｃ
Ｍ

Ｃ
基
準
の
下
で
住
所
が
一
つ
に
決
ま
る
か
ら
こ
そ
、
租
税
条
約
上
も
国
内
法
上
も
、
同
一
の
基
準
を
使
用
し
て
き
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。

住
所
を
一
つ
に
決
め
る
こ
と
の
で
き
な
い
基
準
で
は
、
租
税
条
約
上
、
法
人
の
課
税
管
轄
を
一
つ
に
定
め
る
役
割
を
負
う
こ
と
は
で
き
な

い
か
ら
で
あ
る
。
国
内
判
例
法
上
、
住
所
を
認
め
る
た
め
の
管
理
の
程
度
が
引
き
下
げ
ら
れ
た
こ
と
に
よ
っ
て
、
租
税
条
約
上
、
国
内
判

例
法
を
そ
の
ま
ま
使
用
す
る
こ
と
は
難
し
く
な
っ
て
い
っ
た
の
で
は
な
い
か
と
思
わ
れ
）
57
（
る
。

㈡
　
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
モ
デ
ル
租
税
条
約
に
お
け
る
管
理
支
配
基
準
の
採
用

　
一
九
五
〇
年
前
後
か
ら
、
各
国
は
国
際
的
二
重
課
税
の
防
止
に
乗
り
出
し
始
め
、
そ
の
一
環
と
し
て
Ｏ
Ｅ
Ｅ
Ｃ
で
の
話
合
い
が
行
わ

れ
）
58
（

た
。
Ｏ
Ｅ
Ｅ
Ｃ
及
び
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
で
の
話
合
い
は
国
際
課
税
に
お
い
て
大
き
な
影
響
力
を
持
ち
、
英
国
を
初
め
各
国
は
以
後
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
で

の
議
論
に
強
く
影
響
さ
れ
る
よ
う
に
な
）
59
（
る
。
そ
れ
故
、
英
国
の
租
税
条
約
上
の
概
念
を
語
る
上
で
も
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
議
論
は
大
き
な
役
割
を

果
た
す
。

　
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
前
身
で
あ
る
Ｏ
Ｅ
Ｅ
Ｃ
は
、
一
九
五
七
年
五
月
二
七
日W

orking Party
2

に
よ
るFiscal Com

m
ittee

のFiscal 
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D
om

icile

に
関
す
る
レ
ポ
ー
）
60
（
ト
の
中
で
、
管
理
支
配
基
準
を
採
用
し
た
。
彼
ら
は
ま
ず
、「
管
理
支
配
」
の
文
言
が
現
状
で
最
も
広
く
使

わ
れ
て
い
る
こ
と
を
指
摘
し
て
い
）
61
（

る
。
そ
の
上
で
、「
管
理
支
配
」
が
形
式
基
準
で
は
な
く
実
質
基
準
で
あ
る
こ
と
、
大
陸
国
も
英
国
と

の
租
税
条
約
に
於
い
て
当
該
文
言
を
広
く
受
け
入
れ
て
い
る
こ
と
を
理
由
と
し
て
、
当
該
基
準
の
妥
当
性
及
び
実
用
性
を
評
価
し
て
い
）
62
（
る
。

一
方
、
問
題
点
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
よ
う
に
認
識
さ
れ
て
い
た
。

　「
し
か
し
、『
管
理
支
配
（m

anaged and controlled

）』
と
い
う
文
言
は
そ
れ
自
体
明
瞭
で
は
な
い
。
通
常
、
疑
い
の
余
地
は
な
い
と
思

わ
れ
る
が
、
複
数
の
国
で
居
住
者
と
認
定
さ
れ
得
る
法
人
の
場
合
に
は
、
条
約
上
の
『
管
理
支
配
』
が
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
に
よ
る

『m
anaged and controlled

』
な
の
か
、
取
締
役
会
な
の
か
、
株
主
総
会
な
の
か
、
と
い
う
疑
問
が
生
じ
る
。
も
し
、
支
配
利
害
関
係
者

（
株
主
の
過
半
数
）
が
あ
る
国
に
在
り
、
取
締
役
会
は
他
の
国
に
置
か
れ
て
い
て
、
当
該
法
人
が
第
三
国
か
ら
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
に
よ
っ
て
管

理
さ
れ
て
い
た
場
合
、
解
決
す
べ
き
問
題
が
生
じ
る
だ
ろ
う
（
傍
線
筆
者
）。
問
題
は
実
務
的
な
重
要
性
は
あ
ま
り
な
い
か
も
し
れ
な
い

が
、
協
定
の
た
め
に
、
関
係
者
間
で
そ
の
よ
う
な
場
合
に
つ
い
て
留
保
し
て
お
く
の
が
合
理
的
か
つ
自
然
で
あ
ろ
）
63
（
う
」。

　
こ
の
よ
う
に
、
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
の
解
釈
に
つ
い
て
は
、
当
初
か
ら
問
題
が
認
識
さ
れ
て
い
た
も
の
の
、
さ
ほ
ど
大
き
く
問
題
と
な
る
と
は

考
え
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
よ
う
で
あ
）
64
（
る
。

　
ま
た
、
上
記
の
よ
う
にM

anaged and Controlled
と
い
う
文
言
が
提
案
さ
れ
た
に
も
関
わ
ら
ず
、
最
終
的
にPlace of effective 

m
anagem

ent

と
い
う
文
言
が
採
用
さ
れ
た
理
由
に
つ
い
て
は
、
存
在
し
て
い
る
条
約
か
ら
文
言
を
採
用
し
たW

orking Party 5

に
よ

っ
て
、
船
舶
条
項
と
の
調
和
が
図
ら
れ
た
た
め
、
と
さ
れ
）
65
（

る
。
こ
の
文
言
の
変
更
はW

orking Party

の
一
九
五
八
年
一
月
一
〇
日
の
最

終
レ
ポ
ー
ト
の
中
で
説
明
さ
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
は
、
住
所
の
振
分
規
定
が
船
舶
航
空
事
業
法
人
に
対
す
る
課
税
と
関
連
付
け
て
考
え
ら

れ
た
こ
と
、
そ
の
よ
う
な
法
人
に
つ
い
て
の
現
行
の
条
文
で
、『
そ
の
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
（place of effective m

anagem
ent

）』
や
『
管
理
者
の
租

税
上
の
住
所
（
“the fiscal dom

icile

” of the operator

）』
が
使
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
と
Ｃ
Ｍ
Ｃ
は
同
義
で
あ
る
、

と
い
う
英
国
の
見
解
を
紹
介
し
て
い
）
66
（
る
。
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こ
の
文
言
の
変
更
は
、
文
言
は
変
更
さ
れ
て
も
、
英
国
の
こ
れ
ま
で
の
住
所
概
念
に
何
ら
変
更
を
加
え
る
も
の
で
は
な
い
と
考
え
ら

れ
）
67
（

た
。W

orking Party

の
最
終
レ
ポ
ー
ト
は
、
一
九
五
八
年
Ｏ
Ｅ
Ｅ
Ｃ
の
最
初
の
レ
ポ
ー
ト
の
コ
メ
ン
タ
リ
ー
に
な
っ
た
。
一
九
六
三

年
の
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
モ
デ
ル
案
と
一
九
七
七
年
モ
デ
ル
条
約
は
こ
れ
に
若
干
の
変
更
を
加
え
た
だ
け
で
、
大
き
な
変
更
は
な
さ
れ
な
か
っ
）
68
（
た
。

㈢
　
小
　
括

　
上
述
の
よ
う
に
、
一
九
五
〇
年
代
か
ら
六
〇
年
代
に
か
け
て
、
英
国
は
国
内
法
上
の
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
に
お
け
る
「
管
理
支
配
の
分
割
」
の

可
能
性
を
認
め
、
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
に
よ
る
二
重
住
所
を
認
め
始
め
た
。
そ
し
て
ち
ょ
う
ど
そ
の
時
期
に
、
Ｏ
Ｅ
Ｅ
Ｃ
は
「
二
重
住
所
の
振
分

規
定
」
と
し
て
の
租
税
条
約
上
の
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
を
、
英
国
を
範
と
し
て
取
り
入
れ
た
よ
う
で
あ
）
69
（
る
。
英
国
は
、
国
内
法
上
の
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準

に
つ
い
て
、「
管
理
支
配
」
を
緩
や
か
に
解
す
方
向
へ
向
か
っ
て
お
り
、
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
の
下
で
複
数
住
所
を
認
め
、
そ
の
概
念
を
拡
大
す

る
こ
と
に
よ
っ
て
そ
の
課
税
を
確
保
し
よ
う
と
し
て
い
た
。
一
方
で
Ｏ
Ｅ
Ｅ
Ｃ
は
、「
住
所
を
一
つ
に
決
め
、
課
税
管
轄
地
を
一
つ
に
定

め
る
」
た
め
の
基
準
、
即
ち
住
所
を
限
定
的
に
、
狭
く
解
す
た
め
の
基
準
と
し
て
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
を
採
用
し
た
。
し
か
し
、
Ｏ
Ｅ
Ｅ
Ｃ
が

「
最
も
人
口
に
膾
炙
し
て
い
る
」
こ
と
を
理
由
と
し
て
取
り
入
れ
た
こ
の
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
は
、
一
九
五
〇
年
代
頃
ま
で
の
、
英
国
が
国
内
法

上
と
租
税
条
約
上
の
概
念
を
同
一
に
し
て
い
た
と
こ
ろ
の
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
で
あ
る
。
言
う
ま
で
も
な
く
、
時
代
の
変
化
に
応
じ
て
そ
の
課
税

を
確
保
す
べ
く
概
念
を
拡
大
し
、
複
数
住
所
を
認
め
る
「
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
」
と
、「
住
所
を
一
つ
に
定
め
る
」
た
め
の
「
管
理
支
配
基
準
」

は
、
同
一
で
は
あ
り
え
な
い
。
し
か
し
、
一
九
五
〇
年
代
か
ら
六
〇
年
代
に
か
け
て
拡
大
を
始
め
た
と
思
わ
れ
る
「
英
国
国
内
法
上
の
Ｃ

Ｍ
Ｃ
基
準
」
は
、
当
時
未
だ
変
化
の
初
期
に
あ
り
、
そ
の
変
化
は
決
し
て
劇
的
な
も
の
で
は
な
か
っ
た
と
思
わ
れ
る
。
基
本
的
に
は
そ
れ

ま
で
の
よ
う
に
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
の
下
で
住
所
が
一
つ
に
決
ま
る
、
と
い
う
感
覚
が
英
国
の
内
外
で
一
般
的
で
あ
っ
た
こ
と
は
、
上
述
の
Ｃ
Ｍ

Ｃ
基
準
を
巡
る
解
釈
の
問
題
が
重
要
視
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
も
読
み
取
れ
よ
う
。
後
知
恵
的
に
言
え
ば
、
当
時
は
問
題
視
さ
れ

て
い
な
か
っ
た
よ
う
だ
が
、
管
理
支
配
基
準
の
モ
デ
ル
租
税
条
約
へ
の
採
用
当
時
か
ら
、
英
国
に
於
い
て
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
と
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
と
い
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う
二
つ
の
概
念
は
分
か
れ
は
じ
め
て
い
た
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

三
　
国
内
法
上
及
び
租
税
条
約
上
の
法
人
の
住
所
概
念
の
乖
離

㈠
　
英
国
国
内
に
お
け
る
住
所
概
念
の
濫
用
及
び
対
抗
策

　
一
九
七
〇
年
代
、
英
国
は
“now

here com
pany

”と
呼
ば
れ
る
、
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
を
利
用
し
て
英
国
で
設
立
さ
れ
、
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ

ン
で
タ
ッ
ク
ス
シ
ェ
ル
タ
ー
を
提
供
す
る
法
人
の
増
加
に
悩
ま
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
た
め
一
九
八
一
年
に
、
法
人
の
住
所
に
つ
き
条
文
上

定
義
を
行
う
提
案
が
な
さ
れ
た
。
そ
の
提
案
は
、
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
に
つ
い
て
「
最
終
的
な
政
策
決
定
が
行
わ
れ
る
離
れ
た
場
所
よ
り
も
、
本

店
に
注
目
し
よ
う
と
す
る
も
）
70
（
の
」
で
あ
り
、「
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
に
沿
お
う
と
す
る
も
）
71
（
の
」
で
あ
っ
た
。
英
国
歳
入
庁
は
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
中
で
、

「（
一
九
九
〇
年
の
）
我
々
の
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
に
つ
い
て
の
改
定
案
と
一
九
八
一
年
の
試
み
は
、
少
な
く
と
も
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
よ
り
も
ヨ
ー
ロ
ッ
パ

共
同
体
の
パ
ー
ト
ナ
ー
達
に
近
い
も
の
で
あ
る
と
考
え
）
72
（

る
。」
と
述
べ
て
い
る
。

　
法
人
の
住
所
に
関
す
る
英
国
歳
入
庁
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
で
は
、「m

anagem
ent

」
を
三
つ
の
種
類
に
分
類
し
、
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
と
の
関
係

を
説
明
し
て
い
）
73
（

る
。
そ
の
分
類
は
、
以
下
の
よ
う
な
も
の
で
あ
る
。

　
①
　
作
業
場
も
し
く
は
現
場
の
管
理

　
②
　 

日
常
ベ
ー
ス
で
、
い
わ
ゆ
る
本
店
に
お
い
て
行
わ
れ
る
も
の
、
実
際
に
事
業
を
一
瞬
一
瞬
に
お
い
て
動
か
し
て
い
る
執
行
役
員
や

上
級
従
業
員
に
期
待
さ
れ
る
も
の
、
法
人
の
事
業
を
直
接
に
指
揮
す
る
も
の

　
③
　
企
業
全
体
の
中
心
的
な
政
策
の
中
核

　
③
に
つ
い
て
は
、
上
述
の
②
と
区
別
が
困
難
で
あ
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
、
単
に
事
業
を
監
視
す
る
だ
け
の
受
動
的
な
機
構
で
あ
る
こ
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と
も
、
積
極
的
な
機
構
で
も
あ
り
得
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
い
）
74
（
る
。
ま
た
、
こ
れ
ら
の
三
つ
の
分
類
と
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
の
関
係
に
つ
い
て
は
、

以
下
の
よ
う
に
整
理
さ
れ
て
い
る
。
即
ち
、
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
は
支
配
の
頂
点
に
着
目
す
る
も
の
で
あ
っ
て
、
上
記
の
分
類
に
よ
れ
ば
、
③
の

管
理
支
配
で
あ
る
。
そ
し
て
そ
れ
は
、
時
代
に
伴
う
執
行
役
員
の
権
力
の
増
大
を
受
け
て
、
現
代
で
は
執
行
役
員
と
非
執
行
役
員
の
双
方

が
出
席
す
る
取
締
役
会
で
あ
る
。
し
か
し
一
方
で
、
情
報
技
術
の
発
展
に
伴
っ
て
、
こ
の
種
の
頂
点
は
移
動
が
容
易
で
あ
り
、
他
方
、
②

の
管
理
支
配
は
移
動
が
比
較
的
難
し
）
75
（

い
。

　
二
〇
〇
八
年
に
取
り
下
げ
ら
れ
た
と
す
）
76
（
る
こ
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
何
年
時
点
か
ら
こ
の
よ
う
な
レ
ベ
ル
分
け
が
な
さ
れ
て
い
た
の
か
は
定

か
で
は
な
い
が
、
一
九
八
一
年
の
提
案
は
、
こ
の
レ
ベ
ル
分
け
を
念
頭
に
置
い
て
な
さ
れ
た
も
の
の
よ
う
で
あ
）
77
（

る
。
し
か
し
、
こ
の
提
案

は
、
ト
ッ
プ
レ
ベ
ル
の
、
即
ち
③
の
レ
ベ
ル
の
管
理
支
配
を
切
り
捨
て
る
基
準
を
採
用
す
る
こ
と
が
極
め
て
難
し
い
こ
と
が
証
明
さ
れ
た

結
果
、
採
用
さ
れ
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。「
事
業
全
体
の
、
日
常
に
即
し
た
業
務
管
理
（im

m
ediate day-to-day m

anagem
ent of the 

business as a w
hole

）」
と
い
う
文
言
が
提
案
さ
れ
た
が
、「
日
常
」
と
い
う
文
言
が
低
す
ぎ
る
レ
ベ
ル
の
管
理
を
示
唆
す
る
可
能
性
が
あ

る
と
し
て
批
判
さ
れ
た
の
で
あ
）
78
（

る
。
し
か
し
、
後
に
英
国
歳
入
庁
は
こ
の
提
案
に
基
づ
き
、「
Ｃ
Ｍ
Ｃ
と
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
概
念
は
異
な
る
も

の
で
あ
る
」
と
い
う
見
解
を
発
表
す
）
79
（
る
。

㈡
　
設
立
地
テ
ス
ト
の
導
入

　
実
を
結
ば
な
か
っ
た
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
の
再
定
義
提
案
に
続
き
、
英
国
は
一
九
八
八
年
、
こ
れ
ま
で
の
判
例
法
に
よ
る
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
に
加
え
、

新
た
に
設
立
地
基
準
を
導
入
し
）
80
（

た
。
成
文
法
上
の
基
準
と
し
て
、
一
九
八
八
年
三
月
一
五
日
か
ら
、
英
国
で
設
立
さ
れ
た
法
人
は
、
管
理

支
配
が
ど
こ
に
あ
っ
た
と
し
て
も
居
住
者
と
み
な
さ
）
81
（
れ
、
こ
の
規
定
は
、
法
人
が
実
際
に
設
立
さ
れ
た
時
期
に
関
わ
り
な
く
適
用
さ
れ
）
82
（
る
。

当
該
設
立
地
基
準
は
、
英
国
設
立
法
人
に
関
し
て
は
判
例
法
の
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
に
優
先
す
る
が
、
判
例
法
の
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
に
と
っ
て
代
わ
る

も
の
で
は
な
い
。
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
は
、
英
国
外
で
設
立
さ
れ
た
法
人
に
関
し
て
は
唯
一
の
居
住
地
判
定
テ
ス
ト
で
あ
）
83
（
る
。
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こ
れ
ま
で
判
例
法
上
の
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
を
緩
や
か
に
解
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
の
み
拡
大
し
て
き
た
法
人
の
住
所
概
念
は
、
設
立
地
テ
ス
ト

の
導
入
に
よ
り
、
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
の
外
で
も
拡
大
し
た
こ
と
に
な
る
。Sw

edish Central Railw
ay

事
件
判
決
の
活
用
で
取
り
込
も
う
と

し
た
「
英
国
で
設
立
さ
れ
、
英
国
以
外
で
管
理
支
配
を
行
う
法
人
」
を
、
成
文
規
定
に
よ
り
居
住
者
に
取
り
込
ん
だ
の
で
あ
る
。

㈢
　
租
税
条
約
へ
の
影
響

　
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
そ
の
も
の
が
緩
や
か
な
基
準
に
な
っ
た
こ
と
、
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
に
追
加
的
に
設
立
基
準
を
設
け
た
こ
と
で
、
こ
れ
ま
で
同
一

と
さ
れ
て
き
た
「
英
国
国
内
法
上
の
居
住
者
」
と
「
租
税
条
約
に
お
け
る
（
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
を
理
由
と
し
た
）
居
住
者
」
に
は
若
干
の
乖
離
が
生

じ
る
。
そ
の
結
果
、「
国
内
法
上
は
居
住
者
で
あ
る
が
、
租
税
条
約
上
は
非
居
住
者
で
あ
る
」
法
人
が
登
場
す
る
。
条
約
非
居
住
法
人

（Treaty N
on Resident Com

pany
）
と
呼
ば
れ
る
そ
の
法
人
は
、
英
国
と
他
国
の
双
方
で
国
内
法
上
居
住
者
に
該
当
す
る
よ
う
に
し
た
上

で
、
二
国
間
条
約
の
振
分
規
定
に
よ
っ
て
他
国
の
居
住
者
に
振
り
分
け
ら
れ
る
よ
う
意
図
し
た
法
人
で
あ
る
。
そ
し
て
、
租
税
条
約
上
最

も
一
般
的
な
振
分
規
定
は
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
で
あ
る
。

　
条
約
非
居
住
法
人
の
問
題
は
、
条
約
上
は
英
国
非
居
住
者
で
あ
り
、
英
国
は
条
約
が
そ
れ
を
許
容
し
な
い
限
り
当
該
法
人
に
課
税
で
き

な
い
こ
と
に
あ
）
84
（
る
。
そ
の
上
、
国
内
法
上
は
英
国
の
居
住
者
と
し
て
扱
わ
れ
る
た
め
、
他
の
国
内
法
と
の
関
係
で
、
英
国
居
住
者
と
し
て

の
立
場
を
利
用
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
て
し
ま
っ
）
85
（

た
。
そ
れ
に
対
し
、
一
九
九
三
年
「
双
方
居
住
法
人
で
、
振
分
を
含
む
租
税
条
約
上
、
条

約
相
手
国
の
居
住
者
と
な
る
条
約
非
居
住
法
人
は
、
英
国
の
租
税
目
的
上
、
居
住
者
と
し
て
扱
わ
れ
な
い
」
こ
と
を
旨
と
す
る
条
）
86
（
文
が
制

定
さ
れ
、
全
て
の
条
約
非
居
住
法
人
は
一
九
九
三
年
一
一
月
三
〇
日
付
で
英
国
外
に
移
転
し
た
も
の
と
し
て
扱
わ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　
ま
た
、
上
述
の
よ
う
に
、
一
九
九
〇
年
、
歳
入
庁
は
実
質
的
管
理
の
意
義
に
つ
い
て
、Statem

ent Practice

）
87
（

1/90

の
中
で
見
解
を
改

め
て
い
る
。
一
九
八
一
年
に
国
内
法
上
の
改
正
を
試
み
た
際
の
「
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
共
同
体
の
パ
ー
ト
ナ
ー
た
ち
の
基
準
に
よ
り
近
い
も
の
」

で
あ
り
「
②
の
レ
ベ
ル
の
管
理
支
配
に
着
目
す
る
も
の
」
を
、
そ
の
振
分
規
定
の
解
釈
と
し
て
持
っ
て
き
た
の
で
あ
る
。
一
九
六
三
年
Ｏ
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Ｅ
Ｃ
Ｄ
モ
デ
ル
租
税
条
約
に
お
い
て
、
英
国
が
Ｃ
Ｍ
Ｃ
と
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
が
同
じ
も
の
だ
と
い
う
見
解
を
示
し
て
い
た
こ
と
を
確
認
し
、
そ
の

見
解
を
変
更
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。

　「
大
陸
法
体
系
及
び
共
同
体
法
の
ア
プ
ロ
ー
チ
に
照
ら
し
、
よ
り
詳
細
に
検
討
し
た
結
果
、
英
国
歳
入
庁
は
法
人
の
住
所
問
題
に
つ 

き
、
当
該
見
解
を
改
定
す
る
に
至
っ
た
。
現
在
で
は
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
は
、
幾
つ
か
の
場
合
に
は
、
管
理
支
配
の
場
所
と
は
違
う
と
こ
ろ
に
認

定
さ
れ
得
る
と
考
え
る
。
こ
れ
は
、
例
え
ば
、
海
外
に
基
点
を
置
く
執
行
役
員
に
よ
っ
て
法
人
が
運
営
さ
れ
て
い
る
が
、
最
終
的
な
指
揮

権
は
英
国
で
会
議
を
行
う
執
行
役
員
で
な
い
取
締
役
に
残
さ
れ
て
い
る
場
合
に
起
こ
り
得
る
。
こ
の
よ
う
な
状
況
で
は
、
法
人
の
Ｐ
Ｏ
Ｅ

Ｍ
は
海
外
で
あ
り
得
る
が
、
執
行
役
員
で
な
い
取
締
役
の
権
限
に
依
れ
ば
、
英
国
で
Ｃ
Ｍ
Ｃ
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
に
な
る
（
傍
線

筆
）
88
（
者
）」。

　
こ
れ
を
受
け
て
、
一
九
九
二
年
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
は
Ｃ
Ｍ
Ｃ
と
同
意
義
で
あ
る
、
と
い
う
趣
旨
の
部
分
が
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
モ
デ
ル
租
税
条
約
コ
メ

ン
タ
リ
ー
か
ら
削
除
さ
れ
、
二
つ
の
概
念
が
異
な
る
こ
と
が
示
唆
さ
れ
）
89
（
た
。

㈣
　
小
　
括

　
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
の
濫
用
が
増
加
し
、
そ
の
対
策
と
し
て
、
英
国
は
国
内
法
上
の
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
を
改
正
し
よ
う
と
し
た
。
そ
れ
は
、「
執
行

役
員
の
日
々
の
業
務
」
に
着
目
し
た
、
よ
り
移
動
さ
せ
に
く
い
管
理
支
配
へ
の
移
行
を
試
み
た
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
改
正
は
実
現
す
る

こ
と
は
な
か
っ
た
が
、
そ
の
後
英
国
は
設
立
地
基
準
を
導
入
し
た
。
そ
の
結
果
、
国
内
法
と
租
税
条
約
の
間
の
法
人
の
住
所
概
念
に
は
乖

離
が
生
じ
、
そ
こ
を
利
用
し
た
濫
用
が
一
層
増
加
し
て
し
ま
っ
た
。
一
連
の
住
所
概
念
の
見
直
し
の
中
で
、
英
国
は
租
税
条
約
上
の
Ｐ
Ｏ

Ｅ
Ｍ
と
国
内
法
上
の
Ｃ
Ｍ
Ｃ
に
つ
い
て
、
二
つ
の
概
念
は
異
な
る
レ
ベ
ル
の
管
理
支
配
に
着
目
す
る
、
異
な
る
概
念
で
あ
る
と
の
見
解
を

発
表
し
た
。

　U
nion Corp

事
件
以
後
、「
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
の
下
で
住
所
は
一
つ
に
決
ま
る
」
と
い
う
前
提
が
揺
ら
い
で
い
た
こ
と
、
そ
れ
に
よ
っ
て
、
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租
税
条
約
上
の
法
人
の
住
所
概
念
と
国
内
法
上
の
そ
れ
は
分
離
し
て
い
か
ざ
る
を
得
な
か
っ
た
で
あ
ろ
う
こ
と
は
前
述
の
と
お
り
で
あ
る
。

Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
の
再
定
義
提
案
、
設
立
地
基
準
の
導
入
、
及
び
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
に
対
す
る
歳
入
庁
の
見
解
等
、
こ
の
時
期
の
英
国
の
住
所
概
念
の

見
直
し
は
、
そ
の
第
一
歩
で
あ
っ
た
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
結
果
と
し
て
は
裏
目
に
出
て
し
ま
っ
た
と
し
て
も
、
設
立
地
基
準
の
導
入
は
、

国
内
法
上
の
住
所
概
念
の
拡
大
で
あ
る
。
ま
た
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
に
対
す
る
見
解
は
、
拡
大
す
る
国
内
法
上
の
概
念
と
、
狭
く
解
さ
れ
る
べ
き

振
分
規
定
の
決
別
を
意
味
し
て
い
る
。
こ
の
頃
か
ら
、
国
内
法
の
概
念
に
依
存
し
な
い
、
振
分
規
定
独
自
の
概
念
を
検
討
す
る
こ
と
の
必

要
性
が
認
識
さ
れ
始
め
て
い
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

四
　
近
時
の
租
税
条
約
上
の
法
人
の
住
所
概
念

㈠
　
Ｃ
Ｍ
Ｃ
（Central M

anagem
ent and Control

）
基
準
へ
の
揺
り
戻
し

　
英
国
国
内
法
上
の
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
と
、
租
税
条
約
上
の
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
が
異
な
る
概
念
で
あ
る
と
さ
れ
た
わ
ず
か
数
年
後
の
一
九
九
六
年
、
英

国
で
初
め
て
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
概
念
を
扱
う
裁
判
が
行
わ
れ
）
90
（

た
。W

ensleydale

事
件
で
は
、
一
九
七
六
年
の
英
国
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
租
税
条
約

に
お
け
る
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
の
意
義
が
検
討
さ
れ
た
。
当
事
者
は
信
託
で
あ
る
が
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
は
「
個
人
以
外
」
に
適
用
さ
れ
る
概
念
で
あ
る
の

で
、
法
人
か
信
託
か
は
問
題
と
な
ら
な
い
。
判
決
は
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
概
念
を
焦
点
と
し
、
法
人
と
の
関
係
で
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
は
事
業
が
管
理
さ
れ
、

支
配
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
、
と
判
示
し
た
。

　「
…
…
『
実
質
的
』
と
い
う
言
葉
は
、
現
実
の
、
積
極
的
な
管
理
で
あ
る
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
。
…
…
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
に
お
け
る
組

織
と
し
て
の
信
託
に
対
し
、
最
善
の
も
の
と
し
て
ト
ッ
プ
レ
ベ
ル
の
管
理
の
概
念
を
適
用
す
る
と
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
で
行
わ
れ
て
い
る
こ

と
は
、
そ
の
よ
う
な
高
度
さ
に
欠
け
る
と
思
わ
れ
る
（
傍
線
筆
者
）」。
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こ
の
判
決
に
於
い
て
は
、O

w
en

氏
が
指
摘
す
る
通
り
、
実
質
的
管
理
と
「
ト
ッ
プ
レ
ベ
ル
の
管
理
の
中
心
」、「
支
配
の
行
わ
れ
る
と

こ
ろ
」
を
同
一
視
し
て
お
り
、
よ
り
高
い
レ
ベ
ル
の
管
理
が
あ
る
こ
と
を
示
唆
し
て
い
な
）
91
（

い
。
こ
れ
は
上
述
の
英
国
歳
入
庁
の
「
Ｐ
Ｏ
Ｅ

Ｍ
は
、
②
の
レ
ベ
ル
、
即
ち
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
よ
り
も
低
い
レ
ベ
ル
の
管
理
支
配
に
着
目
す
る
も
の
で
あ
る
」
と
い
う
見
解
と
矛
盾
す
る
よ
う

で
あ
）
92
（
る
。
確
か
に
、
②
の
レ
ベ
ル
の
管
理
支
配
と
、
③
の
レ
ベ
ル
の
管
理
支
配
の
区
別
は
時
と
し
て
難
し
い
も
の
で
あ
る
と
言
わ
れ
て
お

り
、
そ
の
点
に
つ
い
て
は
議
論
の
余
地
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
が
、
や
は
り
当
該
判
決
は
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
を
解
釈
す
る
も
の
で
あ
り
な
が
ら
、

ど
ち
ら
か
と
言
え
ば
こ
れ
ま
で
英
国
の
国
内
法
と
し
て
発
展
し
て
き
た
Ｃ
Ｍ
Ｃ
と
い
う
概
念
に
引
き
ず
ら
れ
、
そ
の
二
つ
を
同
様
の
も
の

と
し
て
解
釈
し
て
い
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

　
そ
し
て
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
の
概
念
の
解
釈
に
つ
い
て
、
英
国
歳
入
庁
の
見
解
と
若
干
矛
盾
す
る
よ
う
な
判
決
が
英
国
で
下
さ
れ
た
四
年
後
、

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
は
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
概
念
に
つ
い
て
の
コ
メ
ン
タ
リ
ー
を
再
度
改
正
し
た
。
一
九
九
二
年
の
コ
メ
ン
タ
リ
ー
変
更
等
に
よ
り
、
コ
モ
ン

ウ
ェ
ル
ス
諸
国
は
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
の
正
確
な
意
味
に
つ
い
て
幾
ら
か
自
信
が
な
く
な
っ
て
お
）
93
（
り
、
八
年
後
の
二
〇
〇
〇
年
に
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
は
四

条
の
コ
メ
ン
タ
リ
ー
の
パ
ラ
グ
ラ
フ
二
十
四
を
増
補
し
、
そ
の
意
味
を
明
ら
か
に
し
よ
う
と
試
み
た
の
で
あ
る
。

　「
…
…
『
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
』
は
、
自
然
人
以
外
の
者
に
対
す
る
振
分
規
定
と
し
て
採
用
さ
れ
た
。
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
は
、
当
該
主
体
の
事
業
の
遂
行

に
於
い
て
必
要
な
、
重
要
な
経
営
上
及
び
商
業
上
の
決
定
が
行
わ
れ
る
場
所
で
あ
る
。
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
は
通
常
、
最
も
上
級
の
人
物
或
い
は
そ

う
い
っ
た
人
物
の
グ
ル
ー
プ
（
取
締
役
会
な
ど
）
が
そ
の
決
断
を
下
す
と
こ
ろ
で
あ
り
、
法
人
全
体
と
し
て
取
る
べ
き
行
動
が
決
断
さ
れ

る
と
こ
ろ
で
あ
る
（
傍
線
筆
者
）。
し
か
し
、
決
定
的
な
原
則
は
定
め
ら
れ
ず
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
の
判
断
に
際
し
て
は
、
関
係
す
る
す
べ
て
の

事
実
や
状
況
が
考
慮
さ
れ
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
ひ
と
つ
の
主
体
は
管
理
の
場
所
を
複
数
有
す
る
可
能
性
が
あ
る
が
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
は
一
度

に
ひ
と
つ
だ
け
し
か
有
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。」

　
こ
の
記
述
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
が
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
が
英
国
の
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
に
と
て
も
近
い
も
の
で
あ
る
と
い
う
見
解
を
受
け
入
れ
て
い
る
よ
う

に
思
わ
れ
）
94
（
る
。
一
九
九
六
年
のW

ensleydale

事
件
に
続
き
、
こ
こ
で
も
や
は
り
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
は
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
と
ほ
ぼ
同
様
の
も
の
と
し
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て
扱
わ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
ま
た
、
英
国
国
内
で
法
人
住
所
が
扱
わ
れ
た
二
〇
〇
五
年
のW

ood v. H
olden

判
決
に
於
い
て
も
、
Ｐ

Ｏ
Ｅ
Ｍ
に
つ
い
て
以
下
の
よ
う
に
述
べ
ら
れ
て
い
る
。「
現
在
の
文
脈
に
お
い
て
は
、
Ｃ
Ｍ
Ｃ
と
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
に
は
違
い
が
な
い
。
…
…
Ｐ

Ｏ
Ｅ
Ｍ
は
、
実
質
的
な
経
営
の
判
断
が
行
わ
れ
る
と
こ
ろ
で
な
く
て
は
な
ら
な
い
（
傍
線
筆
）
95
（

者
）」。

　
こ
の
よ
う
に
、
一
九
九
〇
年
の
英
国
歳
入
庁
の
見
解
及
び
そ
れ
に
続
く
コ
メ
ン
タ
リ
ー
の
改
正
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
実
際
に
は
、
Ｃ
Ｍ

Ｃ
と
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
は
、
少
な
く
と
も
二
〇
〇
五
年
ご
ろ
ま
で
は
、
同
様
の
も
の
、
或
い
は
非
常
に
近
い
も
の
と
し
て
運
用
さ
れ
て
き
て
い
る

よ
う
で
あ
る
。

㈡
　
Ｃ
Ｍ
Ｃ
（Central M
anagem

ent and Control

）
基
準
か
ら
の
脱
却

　
二
〇
〇
八
年
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
は
二
〇
〇
〇
年
の
変
更
が
コ
モ
ン
ウ
ェ
ル
ス
の
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
の
概
念
に
近
す
ぎ
る
こ
と
等
を
理
由
と
し
て
、

二
〇
〇
〇
年
の
変
更
を
一
部
改
訂
し
）
96
（
た
。

　「
…
…
『
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
』
は
、
自
然
人
以
外
の
者
に
対
す
る
振
分
規
定
と
し
て
採
用
さ
れ
た
。
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
と
は
、
当
該
主
体
の
事
業
の
遂

行
に
於
い
て
必
要
な
、
重
要
な
経
営
上
及
び
商
業
上
の
決
定
が
行
わ
れ
る
場
所
で
あ
る
（
傍
線
筆
）
97
（

者
）」。

　
残
っ
た
も
の
は
、
コ
モ
ン
ウ
ェ
ル
ス
諸
国
の
伝
統
で
あ
る
「
ト
ッ
プ
レ
ベ
ル
の
執
行
役
員
の
管
理
」
と
い
う
見
解
と
、
大
陸
法
諸
国
の

伝
統
で
あ
る
「
取
締
役
会
に
よ
る
管
理
」
と
い
う
見
解
の
双
方
を
支
持
し
う
る
、
よ
り
一
般
的
な
記
述
で
あ
っ
）
98
（

た
。
ま
た
、
振
分
規
定
の

一
般
化
に
加
え
、
改
定
さ
れ
た
コ
メ
ン
タ
リ
ー
に
は
、「case-by-case approach

」
が
挿
入
さ
れ
た
。
こ
れ
は
、case-by-case 

approach

を
「
新
し
い
情
報
技
術
の
使
用
か
ら
起
こ
り
得
る
、
法
人
の
実
質
的
管
理
を
判
断
す
る
こ
と
の
困
難
に
対
処
す
る
最
善
の
方

法
」
と
し
て
見
る
国
が
い
く
つ
か
あ
っ
た
か
ら
で
あ
る
。Case-by-case
ベ
ー
ス
で
法
人
の
住
所
を
判
断
す
る
こ
と
を
望
む
権
限
あ
る
当

局
に
は
、
以
下
の
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

　「
取
締
役
会
、
或
い
は
そ
れ
と
同
等
の
機
関
が
通
常
行
わ
れ
る
場
所
、
Ｃ
Ｅ
Ｏ
や
他
の
上
級
執
行
役
員
が
通
常
そ
の
活
動
を
行
う
場 
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所
、
日
常
の
上
級
経
営
管
理
が
な
さ
れ
て
い
る
場
所
、
法
人
の
本
店
が
位
置
す
る
場
所
、
設
立
準
拠
法
、
会
計
記
録
の
保
管
場
所
な
ど
、

他
の
様
々
な
要
因
を
考
慮
す
る
（
傍
線
筆
者
）」。

　
し
か
し
、case-by-case approach

は
不
必
要
で
煩
わ
し
い
も
の
で
あ
る
と
し
て
批
判
さ
れ
て
い
る
。
締
約
国
は
常
に
相
互
協
議
手
続

に
よ
っ
て
問
題
を
解
決
す
る
こ
と
が
で
き
、
か
つ
、
今
や
問
題
の
解
決
は
仲
裁
条
項
に
よ
っ
て
強
化
さ
れ
て
い
る
こ
と
、
ま
た
、
締
約
国

同
士
が
違
っ
た
ア
プ
ロ
ー
チ
を
採
用
し
た
り
、
違
っ
た
要
因
を
考
慮
し
た
り
し
た
場
合
、
合
意
を
達
成
す
る
の
が
よ
り
困
難
に
な
る
可
能

性
が
あ
る
こ
と
が
そ
の
理
由
で
あ
）
99
（
る
。

　
ま
た
、
二
〇
〇
八
年
に
は
、
英
国
国
内
のSm

allw
ood Trust

事
件
で
、
再
び
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
概
念
が
扱
わ
れ
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
と
Ｃ
Ｍ
Ｃ
は
そ

の
目
的
を
異
に
す
る
概
念
で
あ
る
と
言
及
さ
れ
）
100
（
た
。

　「
Ｃ
Ｍ
Ｃ
は
本
質
的
に
一
国
で
の
基
準
で
あ
る
。
そ
の
目
的
は
、
…
…
住
所
が
ど
こ
に
あ
る
か
を
判
断
す
る
こ
と
で
は
な
く
、
英
国
に

住
所
が
あ
る
か
ど
う
か
を
判
断
す
る
こ
と
で
あ
る
。
…
…
一
方
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
は
、
そ
の
目
的
が
双
方
の
国
の
国
内
法
の
下
で
起
こ
っ
て
い

る
住
所
を
解
決
す
る
こ
と
に
あ
り
、
双
方
の
国
で
何
が
起
こ
っ
て
い
る
の
か
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
…
…
ま
た
、
必
ず
双
方
の

国
で
起
こ
っ
て
い
る
こ
と
を
比
較
評
価
し
、
条
約
の
文
言
が
文
脈
上
与
え
ら
れ
て
い
る
通
常
の
意
味
に
従
っ
て
、
ど
ち
ら
の
国
に
Ｐ
Ｏ
Ｅ

Ｍ
が
認
定
さ
れ
る
か
を
判
断
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
傍
線
筆
）
101
（

者
）」。

　
二
〇
〇
八
年
の
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
取
組
み
及
びSm

allw
ood

判
決
を
見
る
と
、
Ｃ
Ｍ
Ｃ
と
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
は
そ
の
目
的
を
別
に
す
る
も
の
で
あ

る
。
Ｃ
Ｍ
Ｃ
が
一
国
の
国
内
法
と
し
て
、
住
所
の
国
内
の
有
無
を
判
断
す
る
も
の
で
あ
る
の
に
対
し
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
の
目
的
は
租
税
条
約
上

の
振
分
と
し
て
、
複
数
あ
る
住
所
を
一
国
に
決
め
る
も
の
で
あ
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
は
「
総
合
勘
案
の
結
果
と
し
て
、
ど
ち
ら
か

と
い
え
ば
こ
ち
ら
の
国
に
住
所
を
認
定
す
べ
き
で
あ
ろ
う
」
と
い
っ
た
よ
う
な
、
相
対
的
な
基
準
で
あ
る
、
と
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
思
わ

れ
る
。
し
か
し
、
二
〇
〇
八
年
コ
メ
ン
タ
リ
ー
へ
の
コ
メ
ン
ト
に
も
あ
る
よ
う
に
、「
総
合
勘
案
」
の
中
で
ど
の
よ
う
な
要
素
を
ど
の
程

度
重
く
見
る
か
、
と
い
う
点
に
対
し
て
何
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
も
な
い
現
状
で
は
、
二
国
間
の
話
し
合
い
は
よ
り
困
難
に
な
っ
て
し
ま
う
も
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の
と
思
わ
れ
る
。
加
え
て
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
と
い
う
概
念
が
そ
れ
自
体
「
比
較
衡
量
」
を
求
め
る
も
の
だ
と
し
て
も
、
現
状
の
よ
う
に
大
雑
把

な
「
比
較
衡
量
」
で
は
、
同
じ
法
人
に
つ
き
、「
Ａ
国
と
Ｂ
国
の
間
で
は
Ｂ
国
に
住
所
が
認
定
さ
れ
た
が
、
Ｂ
国
と
Ｃ
国
の
間
で
は
Ｃ
国

に
住
所
が
認
定
さ
れ
る
」
と
い
う
よ
う
な
状
況
さ
え
有
り
得
て
し
ま
う
の
で
は
な
い
か
。
居
住
地
国
課
税
を
原
則
と
す
る
現
状
に
於
い
て
、

法
人
の
居
住
地
、
す
な
わ
ち
課
税
管
轄
国
が
ど
こ
か
、
と
い
う
の
は
納
税
者
に
と
っ
て
重
大
な
問
題
で
あ
る
。
そ
の
点
に
つ
き
、
こ
の
よ

う
に
納
税
者
の
予
測
可
能
性
が
担
保
さ
れ
な
い
の
は
大
き
な
問
題
で
あ
る
と
い
え
よ
う
。
や
は
り
、
ど
の
よ
う
な
要
素
に
ど
の
程
度
着
目

す
る
か
、
と
い
う
点
に
つ
い
て
、
詳
細
な
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
必
要
で
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

㈢
　
小
　
括

　
一
九
九
〇
年
、
英
国
は
、
国
内
法
上
の
Ｃ
Ｍ
Ｃ
と
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
は
違
う
も
の
で
あ
り
、
Ｃ
Ｍ
Ｃ
は
意
思
決
定
の
最
高
機
関
に
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ

は
執
行
役
員
の
日
常
の
管
理
に
着
目
す
る
も
の
だ
と
い
う
見
解
を
発
表
し
た
。
続
い
て
一
九
九
二
年
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
は
コ
メ
ン
タ
リ
ー
か
ら
、

Ｃ
Ｍ
Ｃ
と
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
は
同
じ
も
の
で
あ
る
、
と
い
う
記
述
を
削
除
し
た
。
し
か
し
、
二
〇
〇
〇
年
に
入
っ
て
、
租
税
条
約
上
の
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ

を
解
釈
し
た
判
例
、
及
び
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
改
正
は
、
や
は
り
Ｃ
Ｍ
Ｃ
と
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
に
つ
い
て
、
そ
れ
ら
が
同
様
の
も
の
で
あ
る
か
、
或
い
は

と
て
も
似
通
っ
た
も
の
で
あ
る
と
い
う
見
解
を
示
し
て
い
た
。

　
二
〇
〇
八
年
に
は
、
英
国
の
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
に
関
す
る
判
例
に
於
い
て
二
つ
の
概
念
の
目
的
が
異
な
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
た
。
即
ち
、
Ｃ
Ｍ

Ｃ
は
国
内
の
住
所
の
有
無
を
判
断
す
る
も
の
で
あ
り
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
は
二
つ
の
国
に
お
け
る
状
況
を
比
較
評
価
す
る
も
の
、
と
い
う
の
で
あ

る
。
ま
た
、
二
〇
〇
八
年
コ
メ
ン
タ
リ
ー
改
正
に
於
い
て
は
、
再
び
Ｃ
Ｍ
Ｃ
を
思
わ
せ
る
表
現
が
削
除
さ
れ
た
。
そ
の
結
果
と
し
て
、
Ｐ

Ｏ
Ｅ
Ｍ
に
つ
い
て
の
説
明
は
、
多
様
な
解
釈
の
余
地
を
残
す
、
か
な
り
一
般
的
な
こ
と
を
述
べ
る
の
み
と
な
っ
て
し
ま
っ
た
。
コ
メ
ン
タ

リ
ー
改
正
と
同
時
に
導
入
さ
れ
たcase-by-case approach

に
つ
い
て
も
、
ど
の
よ
う
な
要
素
を
ど
の
程
度
勘
案
す
る
か
、
と
い
う
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
の
な
い
状
況
で
は
、
二
国
間
で
合
意
を
達
成
す
る
の
が
よ
り
困
難
に
な
っ
て
し
ま
う
、
と
い
う
批
判
が
寄
せ
ら
れ
て
い
る
。
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一
九
九
〇
年
代
に
、
英
国
歳
入
庁
と
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
は
そ
れ
ぞ
れ
に
Ｃ
Ｍ
Ｃ
と
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
は
違
う
、
と
い
う
立
場
を
示
し
、
ま
た
は
文
言
の

削
除
に
よ
っ
て
そ
の
よ
う
な
示
唆
を
示
し
た
。
し
か
し
、
そ
の
二
つ
が
ど
の
よ
う
に
違
い
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
を
ど
の
よ
う
に
解
釈
運
用
し
て
い

く
べ
き
か
、
と
い
う
点
に
関
し
て
、
未
だ
方
向
性
を
決
定
で
き
ず
に
い
る
よ
う
で
あ
る
。
全
体
と
し
て
の
方
向
性
を
決
定
で
き
な
い
ま
ま

に
、
事
案
ご
と
の
個
別
で
の
解
決
を
図
ろ
う
と
し
た
二
〇
〇
八
年
コ
メ
ン
タ
リ
ー
改
正
は
、
そ
の
方
向
性
の
曖
昧
さ
ゆ
え
に
、
よ
り
解
決

を
難
し
い
も
の
に
し
て
し
ま
っ
て
い
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

お
わ
り
に

　
本
論
文
で
は
、
英
国
の
租
税
条
約
上
の
住
所
概
念
を
テ
ー
マ
に
、
そ
の
変
遷
を
、
国
内
法
と
相
関
さ
せ
な
が
ら
、
年
代
を
追
っ
て
辿
っ

て
き
た
。
英
国
は
、
基
本
的
に
は
長
ら
く
自
国
の
国
内
法
で
あ
る
Ｃ
Ｍ
Ｃ
と
い
う
概
念
を
租
税
条
約
に
も
使
用
し
て
き
て
お
り
、
そ
こ
に

は
Ｃ
Ｍ
Ｃ
と
い
う
概
念
に
よ
っ
て
住
所
は
必
ず
一
つ
に
決
ま
る
、
と
い
う
前
提
が
あ
っ
た
よ
う
に
思
わ
れ
る
。Sw

edish Central 

Rai lw
ay

事
件
に
於
い
て
二
重
住
所
の
可
能
性
が
示
唆
さ
れ
た
後
も
、
Ｃ
Ｍ
Ｃ
の
下
で
の
二
重
住
所
に
は
あ
ま
り
注
意
が
向
け
ら
れ
ず
、

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
「
設
立
地
に
着
目
す
る
新
た
な
基
準
」
に
よ
っ
て
、
い
か
に
自
国
の
課
税
権
を
確
保
す
る
か
、
と
い
う
こ
と
に
意
識

が
向
け
ら
れ
て
い
た
。
そ
こ
で
も
や
は
り
、
Ｃ
Ｍ
Ｃ
と
い
う
概
念
の
下
で
住
所
は
多
く
の
場
合
一
つ
に
決
ま
る
、
と
認
識
さ
れ
て
い
た
よ

う
に
思
わ
れ
る
。
一
九
五
〇
年
代
か
ら
、
Ｃ
Ｍ
Ｃ
と
い
う
概
念
の
下
で
の
、「
管
理
支
配
の
分
割
や
移
動
」
に
よ
る
二
重
住
所
が
改
め
て

指
摘
さ
れ
た
。
そ
の
結
果
、「
管
理
支
配
の
部
分
が
実
質
的
な
程
度
存
在
す
れ
ば
、
住
所
は
認
定
さ
れ
る
」
と
し
て
、
国
内
法
上
の
住
所

概
念
は
拡
大
の
道
を
辿
り
始
め
る
。
一
方
で
、
Ｏ
Ｅ
Ｅ
Ｃ
は
当
時
最
も
多
く
の
租
税
条
約
に
於
い
て
機
能
し
て
い
た
と
い
う
理
由
で
、
英

国
国
内
法
上
の
Ｃ
Ｍ
Ｃ
と
い
う
概
念
を
、
租
税
条
約
上
の
振
分
規
定
と
し
て
採
用
す
る
。
そ
れ
ま
で
英
国
は
Ｃ
Ｍ
Ｃ
と
い
う
概
念
の
下
、

住
所
は
必
ず
一
つ
に
決
ま
る
と
認
識
し
て
き
て
お
り
、
そ
れ
ゆ
え
双
方
居
住
者
の
解
決
、
即
ち
、
住
所
を
一
つ
に
決
め
る
、
と
い
う
目
的
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の
た
め
に
Ｃ
Ｍ
Ｃ
概
念
を
使
用
し
て
い
た
。
し
か
し
、
そ
の
Ｃ
Ｍ
Ｃ
と
い
う
概
念
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｅ
Ｃ
で
採
用
さ
れ
た
一
九
五
〇
年
代
後
半
に

は
、「
住
所
の
認
定
の
た
め
に
は
、
高
度
な
管
理
支
配
で
足
り
る
」
も
の
と
さ
れ
、「
Ｃ
Ｍ
Ｃ
は
一
つ
に
決
ま
ら
な
い
場
合
が
あ
り
、
Ｃ
Ｍ

Ｃ
基
準
の
下
で
二
重
住
所
が
あ
り
得
る
」
と
い
う
、
概
念
自
体
の
拡
大
方
向
へ
と
歩
き
だ
し
て
い
た
。
一
九
八
〇
年
代
か
ら
は
、
英
国
は

自
国
の
Ｃ
Ｍ
Ｃ
基
準
が
濫
用
さ
れ
て
い
た
こ
と
を
受
け
て
、
そ
の
改
革
を
目
指
し
、
そ
の
一
環
と
し
て
、「
国
内
法
上
の
Ｃ
Ｍ
Ｃ
概
念
と
、

租
税
条
約
上
の
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
概
念
は
異
な
る
レ
ベ
ル
の
管
理
支
配
に
着
目
し
た
も
の
で
あ
る
」
と
い
う
見
解
を
発
表
し
た
。
し
か
し
、
そ
の

判
例
に
お
け
る
実
際
の
適
用
、
及
び
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
二
〇
〇
〇
年
改
正
か
ら
は
、
未
だ
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
概
念
の
解
釈
が
Ｃ
Ｍ
Ｃ
概
念
に
大
き
く
引

き
ず
ら
れ
て
い
る
こ
と
が
伺
わ
れ
た
。
二
〇
〇
八
年
の
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
で
は
、
Ｃ
Ｍ
Ｃ
概
念
か
ら
離
れ
、
取
締
役
会
に
大
き

く
依
存
す
る
概
念
を
改
め
る
意
図
の
下
、
改
正
が
行
わ
れ
た
が
、
結
局
は
解
釈
の
幅
の
か
な
り
大
き
い
、
一
般
的
な
文
言
を
残
す
の
み
と

な
っ
て
し
ま
っ
た
。
加
え
て
、
二
〇
〇
八
年
に
採
用
さ
れ
た
「case-by-case approach

」
は
、
ど
の
よ
う
な
要
素
に
比
重
を
置
い
て
着

目
す
る
か
を
明
言
せ
ず
、「
様
々
な
要
素
を
勘
案
し
て
締
約
国
同
士
で
話
し
合
う
」
と
い
う
大
雑
把
な
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
ア
ッ
プ

デ
ー
ト
に
対
す
る
意
見
書
に
も
あ
る
よ
う
に
、
二
国
間
で
の
合
意
を
困
難
な
も
の
に
し
て
し
ま
う
と
思
わ
れ
る
。

　
英
国
の
租
税
条
約
上
の
法
人
の
住
所
概
念
は
、
モ
デ
ル
租
税
条
約
以
前
は
国
内
法
と
同
一
の
Ｃ
Ｍ
Ｃ
と
い
う
概
念
を
使
用
し
、
モ
デ
ル

租
税
条
約
以
後
は
モ
デ
ル
に
倣
っ
て
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
と
い
う
概
念
を
使
用
し
て
い
る
。
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
は
、
一
九
五
〇
年
代
後
半
に
、
Ｃ
Ｍ
Ｃ
を
ル

ー
ツ
と
し
て
採
用
さ
れ
た
。
そ
の
経
緯
か
ら
、
Ｃ
Ｍ
Ｃ
の
影
響
を
受
け
、
そ
の
解
釈
に
あ
る
程
度
引
き
ず
ら
れ
て
い
る
の
は
自
然
な
こ
と

の
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
し
か
し
、
二
〇
〇
〇
年
代
に
な
っ
て
よ
う
や
く
国
内
法
で
あ
る
Ｃ
Ｍ
Ｃ
か
ら
離
れ
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
固
有
の
目
的
か
ら

そ
の
概
念
を
解
釈
す
る
よ
う
な
流
れ
が
出
来
て
き
て
い
る
。
Ｃ
Ｍ
Ｃ
と
い
う
国
内
法
上
の
概
念
を
参
考
に
し
た
背
景
に
、「
Ｃ
Ｍ
Ｃ
は
ひ

と
つ
に
決
ま
る
」
と
い
う
前
提
が
あ
っ
た
こ
と
は
何
度
も
指
摘
し
て
き
た
通
り
で
あ
る
。
情
報
・
渡
航
技
術
の
発
展
等
、
時
代
の
変
化
と

共
に
そ
の
前
提
が
崩
れ
て
き
て
い
る
現
在
、
そ
の
前
提
の
上
に
立
っ
て
い
た
Ｃ
Ｍ
Ｃ
か
ら
離
れ
、
振
分
規
定
と
し
て
の
「
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
」
そ

の
も
の
を
考
え
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
或
い
は
、
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
以
外
の
方
法
に
よ
る
課
税
管
轄
の
配
分
も
ま
た
、
検
討
さ
れ
る
余
地
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が
あ
る
か
も
し
れ
な
い
。
二
〇
〇
〇
年
代
に
入
っ
て
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
に
よ
っ
て
繰
り
返
し
Ｐ
Ｏ
Ｅ
Ｍ
再
考
の
試
み
が
な
さ
れ
て
き
た
）
102
（
が
、
現

在
ま
で
の
と
こ
ろ
、
望
ま
し
い
形
で
は
実
を
結
ん
で
い
な
い
よ
う
で
あ
る
。

　
こ
れ
ま
で
見
て
き
た
よ
う
に
、
英
国
の
租
税
条
約
上
の
法
人
の
住
所
概
念
は
、
国
内
法
上
の
Ｃ
Ｍ
Ｃ
概
念
を
ベ
ー
ス
に
発
展
し
て
き
て

い
る
。
し
か
し
、
条
約
上
の
概
念
を
考
え
る
に
あ
た
っ
て
は
、
そ
の
目
的
の
違
い
、
及
び
国
内
法
上
の
概
念
の
拡
大
か
ら
、
国
内
法
に
依

存
す
る
の
で
は
な
く
、
条
約
固
有
の
判
断
基
準
を
検
討
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
租
税
条
約
上
の
法
人
の
住
所
概
念
の
現
状
の
混
乱
は
、

国
内
法
か
ら
の
分
離
の
途
上
に
あ
る
こ
と
に
そ
の
原
因
が
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
今
後
は
、
そ
の
濫
用
可
能
性
や
執
行
可
能
性
の
観
点

も
踏
ま
え
、
住
所
の
振
分
規
定
そ
の
も
の
に
つ
い
て
、
ど
の
要
素
を
ど
の
程
度
重
視
す
る
べ
き
か
を
改
め
て
検
討
す
べ
き
も
の
と
思
わ 

れ
る
。（

１
）  Schw

arz, Booth: Residence, D
om

icile and U
K Taxation 12nd ed, Tottel, 2008, p. 5.

（
２
）  

谷
口
勢
津
夫
『
租
税
条
約
論
』（
清
文
社
　
一
九
九
九
年
）
一
頁
「
租
税
条
約
は
、
主
と
し
て
国
際
的
二
重
課
税
の
防
止
な
い
し
排
除
の
た
め

に
締
結
さ
れ
る
国
際
的
合
意
で
あ
り
、
そ
の
目
的
の
実
現
の
た
め
に
締
約
国
間
で
の
課
税
権
の
配
分
を
通
じ
て
締
約
国
の
課
税
権
の
範
囲
を
制
限

す
る
こ
と
を
中
核
的
な
内
容
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
租
税
条
約
は
国
際
法
に
属
し
、
国
内
法
と
は
別
の
そ
れ
自
体
完
結
し
た
法
領

域
を
形
成
す
る
の
で
あ
る
。」

（
３
）  

矢
内
一
好
「
租
税
条
約
の
論
点
」（
中
央
経
済
社
　
一
九
九
七
年
）
三
頁
「
租
税
条
約
交
渉
開
始
が
決
定
さ
れ
る
と
、
両
国
は
相
互
に
国
内
法

の
資
料
を
交
換
し
て
相
手
国
の
税
制
等
の
調
査
を
開
始
す
る
。
そ
し
て
、
一
般
的
に
、
一
方
の
国
が
、
条
約
案
を
作
成
す
る
が
、
こ
の
場
合
、
Ｏ

Ｅ
Ｃ
Ｄ
モ
デ
ル
租
税
条
約
、
米
国
の
場
合
は
、
米
国
モ
デ
ル
租
税
条
約
等
を
参
考
と
す
る
。」

（
４
）  

本
庄
資
『
国
際
租
税
法
　
四
訂
版
』（
大
蔵
財
務
協
会
　
二
〇
〇
四
年
）
二
四
〇
頁
、
藤
本
哲
也
『
国
際
租
税
法
』（
中
央
経
済
社
　
二
〇
〇
五

年
）
四
五
頁
、
増
井
良
啓
・
宮
崎
裕
子
『
国
際
租
税
法
』（
東
京
大
学
出
版
会
　
二
〇
〇
八
年
）
六
頁
、
水
野
忠
恒
『
国
際
課
税
の
理
論
と
課
題

（
二
訂
版
）』（
税
務
経
理
協
会
　
二
〇
〇
五
年
）
一
八
七
頁
、
宮
武
敏
夫
『
国
際
租
税
法
』（
有
斐
閣
　
一
九
九
三
年
）、D

oernberg, Richard,  
IN

TERN
ATIO

N
A
L TA

XATIO
N
 IN

 A
 N

U
TSH

ELL, 8
th ed, Thom

son W
est, 2009, p. 3; Isenbergh, Joseph, International Taxa-
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tion, Foundation Press, 2000, p. 17; Baker, Philip, D
ouble Taxation Conventions and International Tax Law, Sw

eet&
 M

aw
ell, 

1994, p. 126.
（
５
）  

川
田
剛
、
徳
永
匡
子
『
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
モ
デ
ル
租
税
条
約
コ
メ
ン
タ
リ
ー
逐
条
解
説
』（
税
務
研
究
会
出
版
　
二
〇
〇
九
年
）
七
頁
「
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
モ

デ
ル
租
税
条
約
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
諸
国
の
二
国
間
条
約
の
締
結
・
改
正
に
お
い
て
、
そ
の
基
礎
と
し
て
広
く
採
用
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
Ｏ
Ｅ

Ｃ
Ｄ
加
盟
国
間
の
み
な
ら
ず
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
国
と
非
加
盟
国
、
又
は
非
加
盟
国
同
士
の
条
約
交
渉
に
お
い
て
も
、
参
考
と
さ
れ
て
い
る
。
…
…

こ
の
よ
う
に
、
モ
デ
ル
租
税
条
約
の
規
定
が
大
多
数
の
二
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